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平成２９年第１回士幌町議会定例会

１ 議事日程第２号 ３月８日（水曜日）午前１０時開会

日程番号１ 会議録署名議員の指名

日程番号２ 一般質問

１ 河口 和吉 議員

昨年の災害に対する検証について

２ 清水 秀雄 議員

就学援助について

３ 大西 米明 議員

「高齢者」の年齢定義の見直しについて

４ 中村 貢 議員

英語教育の充実について

５ 和田 鶴三 議員

学校給食費の無償化について

６ 飯島 勝 議員

自主防災組織の普及推進施策について

７ 秋間 紘一 議員

若年層の胃がん予防について

日程番号３ 議案第２９号 平成２９年度士幌町一般会計予算

日程番号４ 議案第３０号 平成２９年度士幌町国民健康保険事業特別会計予算

日程番号５ 議案第３１号 平成２９年度士幌町後期高齢者医療事業特別会計予算

日程番号６ 議案第３２号 平成２９年度士幌町介護保険事業特別会計予算

日程番号７ 議案第３３号 平成２９年度士幌町介護保険サービス事業特別会計予算

日程番号８ 議案第３４号 平成２９年度士幌町簡易水道事業特別会計予算

日程番号９ 議案第３５号 平成２９年度士幌町公共下水道事業特別会計予算

日程番号10 議案第３６号 平成２９年度士幌町農業共済事業特別会計予算

日程番号11 議案第３７号 平成２９年度士幌町国民健康保険病院事業会計予算

２ 出席議員（１２名）

１番 細井 文次 ２番 和田 鶴三 ３番 秋間 紘一 ５番 河口 和吉

６番 清水 秀雄 ７番 飯島 勝 ８番 出村 寛 ９番 森本 真隆

１０番 大西 米明 １１番 加藤 宏一 １２番 中村 貢 １３番 加納 三司

３ 欠席議員（０名）

４ 地方自治法１２１条の規定による説明のための出席者

町長 小林 康雄 教育長 堀江 博文

代表監査委員 佐藤 宣光
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５ 町長の委任を受けて出席した者

副町長 柴田 敏之 保健医療福祉センター長 山中 雅弘

総務企画課長 瀬口 豊子 会計管理者 土屋 仁志

町民課長 波多野 義弘 保健福祉課長 大森 三宜子

産業振興課長 高木 康弘 産業活性化担当課長 亀野 倫生

建設課長 増田 優治 道路維持担当課長 佐藤 英明

子ども課長 金森 秀文 特老施設長 矢野 秀樹

病院事務長 山下 慎也 消防課長 淡中 済

ほか、関係職員

６ 教育長の委任を受けて出席した者

参事 玉堀 泰正 教育課長 辻 亨

給食センター所長 鈴木 典人 高校事務長 藤村 延

ほか、関係職員

７ 農業委員会会長の委任を受けて出席した者

事務局長 細野 幸彦

ほか、関係職員

８ 職務のため出席した議会事務局職員

事務局長 寺田 和也 総務係長 藤内 和三

９ 会議録

会 議 の 経 過 （午前１０時００分）

加納議長 ただいまの出席議員は12名です。

定足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。

１ 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

本日の会議録署名議員は、会議規則第125条の規定により、７番、

飯島勝議員及び８番、出村寛議員を指名いたします。

２ 日程第２、一般質問を行います。

質問の通告がありますので、順次発言を許します。

質問順位１番、河口和吉議員。

河口議員 おはようございます。私のほうからは、昨年の災害に対する検証に

ついて質問いたします。

昨年８月に連続して発生した４つの台風が北海道に上陸、接近し、

本町にも大きな被害がありました。災害の少ない町という過信がもろ
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くも崩れ、西上橋の橋梁の落下、水道管の破損による断水、音更川堤

防の侵食により避難勧告が出されるという被害がありました。被害と

しては、橋梁、音更川河川敷のパークゴルフ場、牧草地を除けば他町

と比較して特に大きなものではなく、二次災害もなかったことから、

対応にも大きな過失はなかったと言えますが、災害に対する経験値の

低さを一部露呈いたしました。恐らく現在昨年の災害の反省に立った

検証作業を行っていることと思いますが、今後の防災対策をどのよう

に進めるのかお伺いをいたします。

加納議長 答弁を求めます。町長、登壇願います。

小林町長 それでは、河口議員の質問にお答えをさせていただきたいと思いま

す。

昨年８月、道内に上陸、接近した４つの台風は、十勝に未會有の大

災害をもたらしたところであり、９月16日には十勝全体が激甚災害の

指定となったところであります。本町においても、音更川の水位上昇

による西上橋の落橋、堤防の決壊、パークゴルフ場の流失を初め、水

道管破損、農地の湛水などの被害が発生しました。また、本町として

は初めて広範囲な避難勧告を発令して避難所を設置したところであ

り、９月以降被災箇所の復旧作業とあわせ、災害対応の検証及び防災

対策の検討を行っているところであります。

まず、被災箇所の復旧工事及び農地湛水対策についてでありますが、

復旧工事については、今年度の補正予算で緊急的に工事を行うととも

に、調査委託を発注しているところであり、西上橋、パークゴルフ場

については、平成29年度に工事を行うこととしているところでありま

す。湛水被害については、生産者からの要望も寄せられたところであ

りますが、排水路の確保や補助制度の活用など、それぞれ地区と十分

協議をしながら推進してまいりたいと存じます。

次に、情報の伝達や避難所の設置・運営など町民の安全対策につい

てでありますが、８月30日の台風10号に関しては、音更川の14号、音

和橋の北側であります。それと、40号の堤防が決壊したことから、士

幌町防災計画に基づき災害対策本部を設置するとともに、避難勧告を

発令し、中士幌公民館、士幌北地区集落センター及びコミュニティセ

ンターに避難所を設置し、運営をしたところであります。

９月以降、各課で点検会議を開催して、１つは情報の共有、提供に

ついては、職員間の情報共有あるいは住民への情報提供が提起されて

いるところであります。２つ目として、災害対策本部については、設

置場所、情報伝達、業務分担、本部長の常駐体制等に提起がされてい

るところでございます。３つ目としては、避難所運営について、指揮

系統あるいは職員の配置について提起がされているところでありま

す。その他として、公用車の集約、備蓄品の整備、保管周知、自主防

災組織の結成などが提起されているところであり、これらの改善につ
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いて集約し、２月１日に管理職を対象とした防災非常招集訓練におい

て、検証の協議を行ったところであります。当日は、あわせてＨＵＧ

という避難所運営ゲームを行い、ゲーム形式の避難所運営の体験も行

ったところであります。これらの経過を踏まえつつ、地域防災計画の

見直しを行うべく、庁内検討を行うとともに、災害備蓄品などについ

ては平成29年度予算において増額措置を行ったところであります。

また、今月下旬には、株式会社ゼンリンとの災害時における地図製

品等の供給等に関する協定を締結する予定で、これは災害時に無償で

インターネットによる最新の地図情報の配信サービスを受けることが

できるもので、防災・減災に向けた一層の体制づくりが図られるもの

と期待をするものであります。

なお、士幌町防災計画の見直しについては、北海道が今年６月ごろ

をめどに北海道防災計画を見直すこととしていることから、その変更

内容を確認しながら修正を進めてまいる予定であります。町民の生命、

財産を守るべく、防災対策は町政推進の重要な課題と認識していると

ころであり、昨年の台風被害の経験を踏まえながら万全を期してまい

りたいと存じます。

以上、河口議員の質問に対する答弁とさせていただきます。

加納議長 再質問があれば許します。５番、河口議員。

河口議員 それでは、再質問として、まず糠平ダム及び音更川の管理について

の町の対応についてお聞きをしたいと思います。

民間企業であるＪ―ＰＯＷＥＲが糠平ダムの放水量のデータをリア

ルタイムで町のほうに送らずに、河川管理者にだけは伝えるという対

応をしておりました。それがたとえ法的には問題がなくても、それに

よって町の対応は遅れ、道義的責任は免れないと思います。昨年９月

の定例会で大西議員の質問に対する町長の答弁の中で、音更町、士幌

町、上士幌町と開発局、土現とＪ―ＰＯＷＥＲとで協議会をつくって

定期的に協議をしているということでありましたが、その後の新しい、

何か進展があったのかをお聞きをしたいと思います。

また、同じく大西議員の質問の中に河畔林、音更川の柳などの雑木

の伐採についての町長の答弁の中で、期成会あるいは町村会で強く国、

道に申し上げるという答弁でありましたが、何かその後の進展があっ

たのかをお伺いをいたします。

加納議長 町長、答弁求めます。

小林町長 それでは、１つは増水をするという経過については、糠平あるいは

元小屋ダムのダム放流による、事によっては、音更川が増水するとい

う、そういうことであるのですけれども、ただダムそのものについて

は、治水ダムということで制度的に見られているから、放流をするな

というのはちょっと難しいというふうに従前から言われているわけで

ありますけれども、それでも今回の増水によって音更なり士幌もそう
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ですけれども、大きな被害があったということをＪ―ＰＯＷＥＲにも

申し上げましたし、また音更川だけでなくて足寄等も同じようなこと

で増水による影響というのも提起をされたところでありまして、その

中で河口議員がおっしゃったように、情報の伝達を細かにしていただ

くということと、もう一つは放流の仕方に少し工夫ができないかとい

うことでありますけれども、何回か協議はされたのでありますけれど

も、情報の伝達については速やかにするように改善をしていくという

ことと、放水については、これからＪ―ＰＯＷＥＲとして河川管理者

である開発等とも協議をしながら検討したいという、そういう中身で

あります。

従前の被害の中でも河川管理についての意見が出されたのでありま

すけれども、１つは今言ったように河畔林が水の流れをとめていると

いうことがあったところでありますし、さらには河床が上がっている

という現象があるのです。そういうことについては、従前からその後

町村会あるいは期成会の要望等の中でもそうでありますし、協議の中

でも何回か申し上げているのでありますけれども、なかなか現実には、

措置がされていないということでありますけれども、ただ今回の災害

で本町の音和橋のところの工事が始まったのでありますけれども、そ

の周辺についてはそれらも含めて改良したいということであります

し、河畔林については、逆に今回の台風で河畔林がなくなったという

ような状況なのですけれども、いずれにしても今後の対応として河畔

林については、今後とももっと強く話をしていきたいというふうに思

っているところでございます。

加納議長 再質問があれば。５番、河口議員。

河口議員 特に河畔林については、今回音更川の増水はもちろんなのですけれ

ども、河畔林が一番の橋梁落下の原因ではないかと言われております

ので、この点について危険なものはやはりしっかりと管理をできるよ

うにしていただきたいというふうに思っております。

続きまして、音更川の管理についてなのですけれども、町内の第１

水門から上流は北海道、下流は国、開発局ということになっておりま

す。今回、音更川の堤防の侵食については、町内に関係する部分が４

カ所あります。そのうちの１カ所が開発局の管理で、残りが北海道で

ありました。行政の責務として、最も重要なものに町民の生命、財産

を守るということがあります。河川の管理者が国であるのか、道であ

るのかによって差が出るようなことがあってはならないと思います。

河川の管理者は、町で決定できるものではありませんが、一元管理の

中で優先順位をつけて対策をしたのであれば、たとえ破堤をしたとし

ても納得はできるわけですが、それぞれ別々に動いていて、管理者が

違っていたから片方は堤防が守られて、片方は被害が出たということ

では町民は納得できないと。町としても十分な責任を果たしたとは言
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えないのではないかと思います。国、北海道、町の三者の連携はしっ

かりととられていたのか、また十分でなかったとしたら、今後どのよ

うな対応を考えているのかをお伺いをいたします。

加納議長 町長、答弁求めます。

小林町長 今、河口議員からお話しましたように、あそこの樋門から下流につ

いては、帯広開発建設部の国の管理でありますし、それから、北から

が上士幌のゲートが帯広管理事務所、北海道の管理ということになっ

ているわけでありますけれども、それぞれ防災対策なり河川の管理と

いうのも行われているわけでありますけれども、今、河口議員がおっ

しゃったように、開建と道の災害に対する対応については、差があっ

たということで、いろいろな会議でも出されるわけでありますけれど

も、ただそういう面では、町村なり開建なりと連絡し合いながらそれ

ぞれの対応をするのでありますけれども、基本的に河川を管理する、

あるいは災害が起きたときの修繕等については、河川管理者である開

発なり北海道が行うということだったのでありますけれども、そうい

う管理の差があるということについては、今出されているのですけれ

ども、ただ１つは現場の例えば土木現業所にしてもそうなのですけれ

ども、開発と河川事務所と北海道の人的配置も含めて差があるという

ことでありますから、そういう意味では、現場の対応というより北海

道そのものの防災対策について課題があるのでないかということを申

し上げているところでありまして、今後ともそういう道の防災対策の

あり方についてはいろいろな機関を通じて申し上げていきたいという

ように思っているところであります。

加納議長 再質問ありますか。河口議員。

河口議員 どのような形で道のほうにお話をするのか、私のほうでちょっとわ

からないわけなのですけれども、とりあえずは北海道内にある河川の

災害についてということでは、そこが国であろうが、道であろうが、

関係ないという認識のもとに、町としてもできることはやっていただ

いて、管理がどこであるということにかかわらずに災害対策ができる

ような形をとっていただきたいというふうに思います。

それでは、今回水道管の破損により断水があったわけですが、音更

川の川底で断水がありました。場所の特定をするのにも困難を極めて、

想定される水道管の破損としては、最悪のシナリオであったにもかか

わらず、対応が迅速で一般家庭はもちろん大規模な畜産農家にも営農

に大きな支障はなく、復旧をいたしました。職員の適切な判断と夜を

徹して復旧工事にあたった業者と、また給水にあたった消防職員に町

民から感謝と称賛の声が多く聞かれました。しかし、その一方で、今

回は士幌北地区と士幌南地区の一部でしたが、酪農家の多い地帯であ

ったらどうであったのか。また、市街地であったらどうであったのか。

そういう不安が出てまいりました。古い水道管の更新は、どのように
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計画をされているのか。大きな地震があった場合の安全性は、どの程

度確保されているのか。また、非常時に配管をほかの経路から融通で

きるような対策はとられているのかお伺いをいたします。

加納議長 町長、答弁お願いします。

小林町長 水道管が破損した場合、私ども最も対応を十分しなければならない

というのは、畜産農家、特に酪農家については十分対応しなければな

らないということで、今回においても消防車を動員しながら何とか給

水対応をできたというところでありまして、ご案内のように関係職員、

あるいは、業者も徹夜で実施したということで、そういう面でも早く

改修できたということでありますが、それぞれ改修に当たっては地域

の北地区の皆さんにもいろんな形でご理解、協力いただいたことをお

礼申し上げたいと思います。特に水道、あそこの橋も、今回破損した

ところもそうなのですけれども、今北地区から士幌市街にかけては水

道については改修計画が進めているところでありまして、今後の改修

計画の概要について建設課長のほうからお答えをさせていただきたい

と。

加納議長 建設課長。

増 田 建設課長、増田のほうからお答えさせていただきます。

建設課長 河口議員がおっしゃるように、今現在動いている水道事業でござい

ますが、やはり災害時にはネックとなるポイントがある程度ございま

して、今回の音更川につきましては、40号付近を伏せ越ししている水

道管が破損したというような状況でございます。今うちのほうで考え

ておりますのがご存じだと思いますが、上士幌と士幌町界のところに

新水源を設けて、あそこから水を引き込んで士幌市街地及び中士幌の

ほうに向けて町の心臓部となる部分について水道事業を行っている最

中でございます。今回の災害につきましても、40号の破損された水道

管については、それを再使用しないで、水源ごと変えて士幌北地区全

域と先ほど言われました士幌南地区の西士幌地区及び実勝及び常盤方

面については、新水源のほうから引っ張る予定としております。なお

かつ、メーンとなる水道管につきましては、耐震型の最新式の水道管

にして地震時にも対応できる、それによって大きな被害が出ないよう

に検討しているところでございます。

また、酪農家の方々等の対応なのですけれども、去年も災害以外に

も中士幌方面を含めて断水状態になったときに、うちの士幌消防のほ

うの協力を得て、牛舎等の水まき等も行っております。その際に少し

問題になったのが受け取り方法で、受け側、牛屋さんのほうでタンク

等が設備されていないケースもございまして、それにつきましては士

幌農協と協力してタンクをセッティングして、そのタンクに対して消

防のポンプ車で水を配ったと。緊急だったのですけれども、やはり、

そういうような細かな対応も含めて今後の対策等としていきたいと考
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えております。

以上です。

加納議長 再質問ありますか。河口議員。

河口議員 それでは、技術的な部分で、古い管の更新についてどの程度まだ残

っているのか、これからの計画はどうなのかという点、それとあとも

う１点、今回断水ということだったのですけれども、あと酪農家の方

の中にはやはり停電が困るのだよというお話も聞きました。全ての酪

農家が非常用の予備電源を備えているというわけではありません。農

業を基幹産業としている我が町にとって、また一般町民としても冬期

間、厳冬期に猛吹雪の中での長時間の停電というものは生命の危険も

伴い、万全の対策が求められるものであります。

そこで、本町の電力供給の安定性と危機管理はどのようになってい

るのか。それもあわせてお伺いをいたします。

加納議長 町長。

小林町長 水道管の更新については、建設課長のほうからお答えをさせていた

だきたいと思います。電気の供給体制については、総務企画課長のほ

うからお答えをさせていただきたいと思います。

加納議長 総務企画課長。

瀬口総務 北電のほうにちょっと確認をさせていただいております。それによ

企画課長 りますと、系統につきましては１系統だけではなくて複数系統あると

いうふうには確認したところでございますけれども、ただその系統が

幾つあるかということにつきましては、被災状況とか電力使用量の状

況を見て、復旧についてはやっていかなければいけないということと、

あと１系統がだめだからあと何系統あるよというふうな明確な回答

は、保安上の理由から教えることはできないというふうに聞いている

ところでございます。

あと、うちのほうの電気関係につきましては、それぞれ避難所につ

きまして、もし停電になれば毛布が1,000枚用意してございますので、

そういった毛布の対応と、あとストーブ、石油ストーブなのですが、

これにつきましても電気がなくてつくストーブ５個用意しております

ので、それ以外についてでは何があるかと言われますと、ちょっと今

のところそれだけの用意をしているということと、あと役場庁舎、コ

ミセンの西側に非常用の発電機を用意してございますので、それが満

タンであれば20時間運転が可能というふうにもなってございますの

で、そこに本当の緊急時のときには避難していただくことになるのか

なと思っております。

以上です。

加納議長 建設課長。

増 田 古い水道管の件に関して説明させていただきます。

建設課長 町のほうとしましては、現在水道ビジョンないし水道耐震計画を策



- 69 -

定いたしまして、将来の効率的な更新について計画しているところで

ございます。古い管として40年以上たっている管については、現在30

％程度残っております。70％が入れかえておりまして、残り30％とい

うことでございます。これについても計画に基づいて順次進めていき

たいと考えております。

以上です。

加納議長 再質問があれば。どうぞ。

河口議員 ただいま避難所のほうで毛布とかストーブの用意はするということ

なのですけれども、猛吹雪の中、その避難所まで移動ということにな

りますと、またそれはそれで危険も伴いますので、場合によってはや

はり各戸で一晩程度の停電に備えた行動をとるような、そういう情報

提供もすることも必要ではないかなというふうにも感じたところであ

ります。

それでは、続きまして非常時の情報伝達についてお伺いをしたいと

思います。今回断水と避難勧告を経験したわけですが、情報の伝達と

いうものが非常に難しいものであると感じました。断水の情報は、フ

ァクスで出されました。同報登録をされていたにもかかわらず、かな

り時間がかかって、届いたときには状況が変化しているというものも

ありました。給水所の設置の連絡もかなりのタイムラグを感じました。

早い時間に水を取りに来た人には何を見てきたのかと尋ねますと、町

のフェイスブックを見てきたと、そういうお答えでありました。また、

音更川の堤防侵食による避難勧告のときには、ＮＴＴの回線が使用で

きなくなり、連絡は職員が印刷物を持って各戸を廻りました。対応と

して間違ってはいないとは思いますが、家に誰もいなければ郵便受け

に入れて置いておくだけ、そういう対応になってしまいます。防災無

線等が設置できればよいわけですが、多額の費用がかかると聞いてお

ります。安心のためにどこまでのお金をかけるのかという議論になろ

うかと思いますが、海岸の近くで常に津波の危険があるような、そう

いう自治体とは同列には語れないのではないかと感じます。

そこで、私のほうから１つ提案がございます。先ほどお話をした給

水所に早い時間に来た人はフェイスブックを見てきたということか

ら、スマホアプリで行政の防災用のものが利用できないかということ

です。スマホアプリがよいと思うのは、スピード、情報量もさること

ながら、双方向での通信が可能であるということであります。災害の

情報を一方的に送信するだけではなくて、読んだことをワンクリック

で返信できるような機能をつけることによって、どこまで情報が伝達

されているのかを確実に掌握できるという点です。もちろん町民全員

がスマホを持っているわけではないので、持っていない人に誰が連絡

をするのかを決めて、行政区単位、できれば自主防災組織を組織をし

て、その中で連絡をするシステムをつくって補うことが必要となりま



- 70 -

す。これは、スマホ利用者にのみ恩恵があると、そういうものではな

くて、早く確実に情報を伝達する方法として、スマホ利用者に登録を

していただいて協力を仰ぐという考えであります。もちろんほかの機

能もあり、拡張性もあり、また今後さらなる普及も見込めるというこ

とから、その意味でも有効と考えます。これについてはいかがでしょ

うか。

加納議長 町長、答弁お願いします。

小林町長 今、河口議員がおっしゃったように、フェイスブックを使ったり、

スマホを使ったり、あるいはファクス等々という形で伝達をするとい

うことでありますけれども、いずれの方法もこれは全員に確実に渡る

という方法はなかなかないということですから、こういうものを組み

合わせながらできる限り取り組んでいくということでありますけれど

も、新年度予算では新聞でも報道されているとおり芽室町が防災無線

もやるという、全戸に受信機を、発信するということでありますけれ

ども、これについてもどの電波を使うかということもまた決まってい

ないということでありますし、それから総務省の許可あるいは財源確

保等にまだまだいろんな課題があるという、そういうふうにお聞きし

ているところでありますから、そういう意味では今後もいろんなこと

を組み合わせて、どうより確実にということでありますから、もう一

つはお話ありました自主防災組織を通じてということも、１つは防災

ということもあわせてですけれども、そういうものを伝達していくた

めにも、今後早急に組織化を検討していかなければならない課題と思

っているところでございますけれども、お話ありましたスマホ等の現

在の状況については、総務企画課長のほうからお答えさせていただき

たと思います。

加納議長 総務企画課長。

瀬口総務 ホームページ等でも掲載してございますけれども、今現在緊急速報

企画課長 のエリアメールというものと、あと登録していただく登録制メールと

いう２つのものがございます。エリアメールにつきましては、限られ

た範囲でのものでありまして、これは登録をしなくても緊急時に限ら

れた範囲の災害の場所にいる方について自動発信されるものであり、

もう一つの登録制メールにつきましては、例えば士幌町の町民でなく

ても登録をしていただければ、どこにいても登録した段階で何かあれ

ば情報が入ってくるメールでございます。これにつきましては、現在

165名の方が登録しているところでございます。災害以降30名前後の

方がさらに登録をしてくれているということで、若干ふえてはいるの

ですが、まだまだ登録の数が少ないということで、いろんな会議とか、

そういったところで周知のほうをして、皆さんに登録していただくよ

う話していきたいと思います。

それと、もう一点なのですけれども、双方、発信した、そしてそれ
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を受けましたというものが何かわかるものがあったら一番いいという

ことは町のほうも考えているところなのでございますが、ちょっと情

報を見ましたらＮＴＴが携帯網など利用の双方型防災情報配信システ

ムというのを今実証実験で道内の知内町というところとやっておりま

して、発信しました、それを受けましたという双方でそれを確認でき

るというものでございますけれども、これについてはまだ実証実験が

始まったということですので、今後そういった内容を精査しながら、

どんなふうにしていったらいいかというのを目指していきたいと思い

ます。

なお、この費用につきましては、初期費用が数百万円から年間費用

も数百万円かかるというふうなお聞きしておりますが、どちらにして

も今議員が言われたような形でいろんな情報の発信につきましてこれ

からも検討させていただきたいと思います。

以上です。

加納議長 再質問があれば許します。河口議員。

河口議員 ただいま知内町のほうで実証実験がされているというお話で、費用

の面でも少しかかるというお話でしたが、士幌町と同じ程度と言うと

語弊があるかもしれませんが、それほどの災害に対して危機感のない

と言ったらちょっと語弊あるかもしれませんが、そういう自治体同士

でそういうものが必要だということをともに発信していくことによっ

て、そういうものがどんどん提供する、価格も安くなっていくという

こともあろうかと思います。同じような自治体同士で連携を組んで、

そういったものの導入ということも考えていただきたいと思います。

長くなってきましたので、この辺で閉じさせていただきたいと思い

ますけれども、防災にはいろいろと想定外というようなことがつきも

のではありますけれども、それを言ってはいけないという部分がござ

います。士幌町のような災害に比較的強い町で防災のために際限なく

お金を使ってもよいということにもならない。士幌町は非常に難しい

部分もあろうかなというふうに感じます。昨年の災害は、そのような

我が士幌町に大きな警鐘を鳴らしたものとして捉えて、町民の不安に

寄り添って、段階的に計画性を持った防災計画を速やかにつくり、安

心、安全な町づくりを進めていただきたいと思います。

これで終わります。

加納議長 以上で河口和吉議員の質問を終了いたします。

質問順位２番、清水秀雄議員。

清水議員 私は、教育長に就学援助についてお伺いをいたします。

国の2017年度予算案で、就学援助費のうち新入学児童生徒の入学準

備費用の補助単価が引き上げられました。就学援助制度は、経済的な

困難を抱える子供に義務教育を保障するための命綱でもあります。子

供の貧困が広がる中で、新入学児童生徒の入学準備金等の支給時期を
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入学前に変更して実施している自治体や実施を約束している自治体も

あります。新入学児童生徒が通常必要とする学用品や通学用品などを

準備し、安心して入学できるよう入学前に支給時期を変更してはと考

えますが、教育長の所見を伺うものであります。

加納議長 答弁を求めます。教育長、登壇願います。

堀 江 清水議員の質問にお答えいたします。

教 育 長 就学援助費の新入学児童生徒学用品費等、いわゆる入学準備金の支

給時期を入学前にしてはとの質問ですが、これまで本町では入学後の

７月に支給することにしておりましたが、２月上旬の全国紙の新聞で

少なくても全国の約80市町村が支給日を入学前に変更したとの記事が

あり、本町においても支給時期を改正するため、２月24日開催の教育

委員会の会議で各委員と協議を行い、入学前に支給することができる

よう事務手続を見直し、制度改正を行うことを決定したところでござ

います。

就学援助は、保護者に申請していただき、世帯の所得を確認して認

定しておりますが、今春中学校に入学する現在の小学６年生について

は、既に就学援助の認定事務が終了しておりますので、対象となる世

帯には３月中に支給することで現在準備を進めており、来春中学校に

入学する場合は３月よりももっと早期に支給することができるよう検

討中であります。また、今春小学校に入学する場合については、制度

改正の周知及び申請案内、申請書の受け付け、審査等の事務の都合上、

入学前に支給することは難しく、入学後のできるだけ早期に支給する

こととし、来春小学校に入学する場合は認定こども園等とも連携し、

申請案内を行い、中学校入学の場合と同様に小学校入学前の早期に支

給することができるよう検討中であります。

以上、清水議員の質問に対する答弁とさせていただきます。

加納議長 再質問があれば許します。６番、清水議員。

清水議員 実施に向けて検討いただけると前向きの答弁をいただきました。ぜ

ひ保護者のために対応をしていただきたいと思うのでありますが、要

保護児童生徒援助の補助費用単価が17年度に引き上げられました。こ

れは、先ほど教育長から答弁いただいているのですが、新入学児童生

徒学用品費、つまりランドセル、かばん、通学用服、通学用靴、雨靴、

雨傘、上履き、帽子等であります。この単価が約２倍に引き上げられ

たのです。単価は、小学校で２万470円が４万600円に引き上げられま

した。中学校で２万3,550円が４万7,400円に引き上げられたというふ

うになっています。これは間違いございませんね。

答弁書の中でももっと前に支給することができるよう検討中であり

ますという答弁をいただきました。私は、ここでちょっとこれも検討

いただきたいということで提案したいと思うのですが、ある自治体で

は入学前の12月支給で、年内に制服を注文できるということで評価が
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広がっているということも伺っております。これは、本町でも努力す

ればやることができるのではないかというふうに考えております。こ

れは、通常ですと６月、７月の支給なのですが、前向きに検討して３

月中にでもという答弁がありましたけれども、12月支給ということに

なりますと所得の把握の仕方、それにかかわってくるかと思うのです

が、これは前々年度の所得の把握によっても可能ではないかというふ

うに考えるのですが、その辺についてはいかがでしょうか。

加納議長 教育長。

堀 江 ただいま清水議員から支給時期のお話がございました。全国的に見

教 育 長 ますと、12月支給、１月支給が早い。より早い支給時期であるという

調査結果も見ております。私どもも現在考えておりますのは、今年度

につきましては今３月でありますので、３月これから支給すると。来

年度以降につきましては、より早く支給することで検討中ということ

で先ほどお話ししましたが、現在検討している内容につきましては12

月がいいのか、１月がいいのかという議論もありますが、例えば中学

校の制服でありますと町内で購入する場合、１月から売り出しが始ま

ると、そういうこともありますし、小学校のランドセルでありました

ら最近は12月より前に販売を開始しているような状況もございます。

できるだけ早期に支給したいと考えておりますが、現段階で考えてお

りますのは12月あるいは１月ということで検討中でございます。

そして、所得の把握でございますが、所得の確定時期というのは毎

年６月の上旬にならなければ確定できないと。そのようなことを考え

まして、毎年５月までに支給するものについては当然ながら前々年度

の所得で把握する、このように制度改正を行うつもりでおります。

以上です。

加納議長 再質問があれば許します。清水議員。

清水議員 ぜひ前向きに検討いただきたいというふうにお願いをいたします。

もう一点お伺いいたしますが、答弁の中で入学前に就学援助を決定

するためには早い時期に周知することが不可欠なのでありますが、こ

の申請については保護者の申請によってそれを把握するということが

先ほど答弁の中にありました。これは、非常にいろんな問題があるか

と思うのですが、道議会における質問でも明らかになってきたことは、

入学前に周知している自治体が約２割にとどまっているということが

わかりました。保護者に書類をどのように配付しているのか、あるい

はどのようにこの制度を周知しているかということが問題なのです

が、その辺のところがどんなふうに本町の場合は周知しているのか、

あるいは保護者と相談体制ということも必要ではないかと。その辺の

ところの工夫が必要でないかというふうに考えるのですが、現在どの

ような体制で保護者に周知をしているのでしょうか。

加納議長 教育長、答弁求めます。
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堀 江 保護者への周知方法でございますが、現在の、今までのやり方で申

教 育 長 しますと、小学校1年生でしたら入学後、その他の２年生以上につき

ましては始業式始まってから、全ての小学校の児童生徒の保護者宛て

に案内を毎年度行っております。しかし、今支給時期を改める方法に

変えますともっと早い時期にする必要があると。そこで、小学校１年

生につきましては認定こども園や保育所など、この段階でもう案内し

なければ当然間に合わないことになりますので、子ども課と連携をし

ながら、制度の案内をしていきたいと考えておりますし、現在でも町

のホームページに掲載しておりますが、ホームページを活用するとと

もに、文書で早期に案内をすることに改正したいと考えております。

加納議長 再質問があれば。６番、清水議員。

清水議員 ただいま答弁をいただいたところなのですが、保護者に対してのこ

の制度の理解を十分にしてもらうということが大切だと思うのです。

今の制度は通常は生活保護世帯を中心にして考えられているというふ

うに思うのですが、ただそれだけではなくて、現在のこういった世の

中では失業や倒産、あるいは病気によって家計が急激な変化が起きる、

そういうことが起こっても不思議はない状況になっています。そうい

う人たちも所得が急激に減少したという場合には対象になるわけです

から、そういう人たちに対しても制度を周知してもらうということが

必要ではないかということでただいまお伺いしたのですが、そういう

点での工夫をぜひ行うべきだということで、もう一度お伺いしたいと

思います。

加納議長 教育長、答弁お願いします。

堀 江 ただいま清水議員おっしゃるとおり、例えば全ての保護者がこの制

教 育 長 度を確実に理解しているかということは大変難しいことで、生活保護

制度でさえ非常に難しいと。また、生活保護制度では制度は理解して

いても申請されない方、こういう方もいらっしゃいますし、就学援助

についても同様でございます。私どもとしましては、関係機関、例え

ば子ども課、そして保健福祉課、そして直接学校の担任等から情報収

集しながら、所得は私ども確認できませんので、失業であるとか病気

であるとか、いろいろな経済状態の問題があろうと思います。そうい

う情報を各関係機関が連携しながら、情報収集しながら、直接私ども

が申請の案内文書を持って保護者宅へ伺うこともありますし、今後と

もそういう方法で制度を周知していきたいなと考えております。

加納議長 再質問があれば。６番、清水議員。

清水議員 周知については、非常に難しいということと同時にどのように制度

を周知といいますか、そこのところを把握していくという工夫が必要

だと思うのですが、難しい中で工夫が求められるということで、大変

な苦労だと思いますが、いずれにしても現在子供の貧困が広がるとい

うことが大きな社会問題になっています。これに対してどのように対
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応していくのか、子供たちが貧困から抜け出すためにどのような施策

が必要なのか、これは教育委員会としても真剣に考えていかなければ

ならないことだと思います。そういった面も含めて、ぜひ今後とも前

向きな努力をしていただきたいということを申し上げて、私の質問を

終わります。

加納議長 以上で清水秀雄議員の質問を終了いたします。

ここでちょっと早いですけれども、10分間休憩させていただいて、

11時からまた再開したいと思いますので、よろしくお願いいたします。

午前１０時５０分 休憩

午前１１時００分 再開

加納議長 それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。

質問順位３番、大西米明議員。

大西議員 それでは、町長に対しまして高齢者の年齢定義の見直しについてお

聞きいたします。

平均寿命が80歳を超えた現在、1956年、国連が65歳以上を高齢者と

した報告書を出したことから、日本でも一般的に65歳以上を高齢者と

定義されました。しかし、60年以上が経過する中、健康寿命、すなわ

ち健康上の問題で日常生活を制限することなく自立して生活できる年

齢でありますけれども、男性で71歳、女性で74歳を超え、60代の人が

健康を保ちながら地域や職場などで活躍しております。高齢者の定義

を見直すことで町民意識が変われば、より多くの人が社会の支え手に

回るようになると思います。そこで、高齢者の定義を見直してはと思

いますが、町長に伺います。ただし、法律や条例、社会保障制度など

の定義を見直すものではありません。

加納議長 答弁を求めます。町長、登壇願います。

小林町長 それでは、大西議員の質問にお答えをさせていただきたいと思いま

す。

65歳以上を高齢者とするのは、ただいま大西議員がおっしゃるとお

り1956年の国連の報告書が起源とされています。65歳以上が総人口に

占める割合が７％を超すと高齢化社会、14％を超すと高齢社会といい

ます。今の日本は25％、いずれ40％になると予想されているところで

あります。

さて、今年の１月に日本老年学会が高齢者の定義を75歳以上とし、

75歳から85歳を高齢者、90歳以上を超高齢者とし、前期高齢者の64か

ら74歳を准高齢者と呼び、社会の支え手として据え直しを求める提言

をしているところであります。ただ、高齢者65歳以上は統一された基

準ではなく、高齢者運転標識では70歳以上が対象であり、医療制度で

は65歳以上75歳未満を前期高齢者、75歳以上を後期高齢者となってい
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るところです。また、町の条例においても一律65歳という基準ではな

く、制度ごとに適切な年齢基準を設定しているところであります。長

寿命化が進む中、61歳以上の方でも現役として就業され、健康や体力

面の比較でも若返っているのは事実であります。町としましては、こ

れらの傾向をしっかり踏まえ、高齢者の皆様が能力や経験を生かしな

がらより元気に仕事や活動にいそしめる仕組みや制度に心がけてまい

りたいと存じます。

以上、大西議員の質問に対する答弁とさせていただきます。

加納議長 再質問があれば許します。大西議員。

大西議員 今、高齢者イコールお年寄りというような認識で一般社会では通っ

ていると思います。そこで、町長も65歳を超えていますが、自身で高

齢者、年寄りだと思っていますか。どうですか。

加納議長 町長、答弁お願いします。

小林町長 私も今言われたように66歳なのでありますけれども、日ごろから高

齢者という意識はないのでありますけれども、ただ時々60過ぎてから

高齢者の分類になるのだなというふうに思うことはあります。

加納議長 再質問があれば。10番、大西議員。

大西議員 まさに町長が言ったように、傍聴席は別として、この議場の中には

高齢者と称する人が議員で４人、町長と５人いるのですが、多分誰も

私は高齢者だ、年寄りだとは思っている人はいないのだと思うのです。

ですから、高齢者の認識、内閣府が調べたところによると60代後半の

人にあなたは高齢者だと思っていますかという質問で、約72％の人は

私はそう感じていないと。70代の前半の人に聞いても49％の人は私は

高齢者ではないというような話をしているそうであります。だから、

私は初めに断ったように介護保険は65歳だとか、いろんな制度の中の

法律や何かの分野については別にそれを士幌町で変えるわけにはいき

ませんし、国の制度でありますから、それに対しての定義を変えたら

どうだという気持ちは全然ないのです。だから、この答弁書を見ると、

准高齢者だとか、高齢者のそういういろんな仕分けをしているみたい

ですけれども、なぜ言ってみれば国だとか行政が元気で働いていたり、

地域のために活動している65歳以上の人たちにあなたは高齢者ですよ

と、もう年寄りなのですよと決めつけるのかなと思っているのです。

みんな、きょうも老人クラブの人が来ていますけれども、会長の篠原

さんなんか今聞くと81歳だそうです。見たら私より元気そうなのです。

ですから、何で上から押しつけたみたいに勝手に65歳以上の人は年寄

りなのだと決めつけるのかなと思っているのですが、町長はそれにつ

いてどう思いますか。

加納議長 町長、答弁願います。

小林町長 そういう概念でありますし、私もそうなのですけれども、篠原さん

も押さえつけられている、年寄りと決めつけられるという概念はない
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のだというふうに思うところでございます。一応仕事をするという面

では、うちの高齢者の仕事の関係についても実際には80歳以上の人何

人も働いているわけでありますから、できる限り私はそれぞれの地位、

国レベルでもそうなのでありますけれども、お年寄りの皆さんがそれ

ぞれの能力において働けるような、そういう仕組みだとか、そういう

啓蒙というのは今後もして、特に人不足の時代でありますから、そう

いう取り組みをしていくということが重要かなというふうに思ってい

るのですけれども、ただ、65歳を特別法律として決めたということで

はないので、そこは町がどうするかといってもなかなかこれは難しい

ことかなというふうに思っています。

加納議長 再質問があれば。10番、大西議員。

大西議員 国連が65歳、今から61年前ですが、そのときの日本人の平均寿命、

男性が63歳、女性が67歳だったのです。あれから61年間たって、今は

男性80、女性87歳ですか。だから、言ってみれば20歳以上年齢が、も

う平均寿命が変わっているのです。それがまだ旧態依然として61年前

に決めた65歳を高齢者の定義にしている国もおかしいのですが、それ

はどこかで士幌町としてどう向き合っていくのか、どうそれを呼ぶの

かということを考えていかなければならないのだと思うのです、これ

からは。今労働力不足ですから、今までは昭和60年ぐらいまでは定年

55歳でしたよね。それが60歳になり、今は高年齢者雇用安定法ができ

て、65歳まで希望者は再任用で働けますよという、そういうところは

どんどん上がってきているのです。だから、社会保障の問題と高齢者

の定義というのを余りリンクさせると、今度は年金が70歳になってし

まったりなんかしてしまうとちょっとこれも困るなとは思うのです

が、しかしながらまだまだ自分は若いと。私だってもう六十……これ

が最後しかできないから今回しているのですけれども、もう間もなく

私も70歳になるので、あと一月で。ですから、今ここでこの問題を提

起しておかぬとだめだなと思って今やっているのですが、きょう来て

いる老人クラブの人からすれば私なんかまだ若造です、全然。子供み

たいなものですから、まだまだ。ですから、そういう年の人たちに高

齢者と言っていいのかなという感じもしていますし、平均寿命って明

治22年に初めて日本で実施して、今は国勢調査があるので、１年です

ぐできますけれども、その当時は国勢調査がないので、一生懸命６年

も７年もかかって、今から120年ぐらい前の話ですけれども、そのと

きには平均寿命が男性42歳、女性44歳なのです。それから見れば120

年たって日本の寿命は生活環境、それから医療の進歩で40歳ぐらい延

びたということですよね。ですから、そういう中で何で60年前の旧態

依然としたそれを使っていくのかなと思って、私は疑問に思っていま

す。

それから、国は地域創生だ、地域が元気を出さないとだめだとかな
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んとか言いながら、一生懸命高齢者率、先ほどの答弁書でいろいろ何

％ふえた、どうだとかと言っていましたけれども、士幌町も１月で30

％超えましたよね。それで、国が一生懸命元気出せ、元気出せと言っ

て、65歳過ぎたらもうみんな高齢者だよと言って、その率が30％だと。

仮に70歳に上げると高齢者率って22％なのです。そうしたら、何か22

％の高齢者率というと、そこは若者が多くて元気な町だなと思えます。

わざわざ国が65歳から高齢者だと言って高齢者率なんて、少子高齢化

って国がつくっているようなものなのです。そう思いませんか、町長。

どうですか、まず。

加納議長 町長、答弁お願いします。

小林町長 そうなのです。これができたとき人生50代と言われたのが今は人生

80代、年代ですから、明らかに実態と高齢者の定義が違うわけであり

ますけれども、実際にただ介護保険なんかを見ますと高齢者というよ

り後期高齢者、要するに75歳以上をどうかということになるから、実

態の福祉なんかを当てはめたというのは、そうなっていく、なりつつ

あるところでありますし、そうなるべきだということでありますから、

むしろ前期の高齢者の皆さんについてはいかに健康を保ちながら働け

るかという、そういうような施策展開をしていくべきだというふうに

思うところであります。

加納議長 大西議員。

大西議員 まさにこれからそれこそ少子化の時代で、働き手が少なくなってき

た。そして、まだ65歳を超えても皆さん健康である。そういう人たち

が地域で仕事だとか、ボランティアだとか、いろんなことで支えるこ

とによって、士幌町の社会の中の仕組みが少しずつ変わっていくのだ

と思うのです。ですから、65歳を高齢者と呼ばなければいいのです。

だから、ある町で、日本で１カ所だけあるのですが、60代を高齢者と

呼ばない町宣言をした町があるのです。ですから、士幌町もそのぐら

いの勢いで国に少し反発しないと、高齢者率だけ30％だ、40％だ、も

う間もなく50％を超えるとあなたの町は消滅しますよなんて勝手に言

われて、まだまだ60代なんか健康なのですから、その人たちの力をど

う社会に還元させていくかと。町長の答弁書にもありましたし、長い

経験、深い知識をどう社会にもう一回還元させてもらうかということ

も大事なまちおこしの柱になっていくのだと思うのです。ですから、

私はぜひ人の、町のまねかもしれないけれども、それも全国で１カ所

しかありませんけれども、北海道、十勝ではまだまだそんなことを論

議した町もありませんし、そういうことを宣言して、士幌町というの

は皆さん健康で頑張っている町だよということを他町村に見せること

も大事だと思うのです。だから、何か国から勝手にあなた、年寄りだ

よと言われて、冗談ではないというのです。みんなきょうも老人クラ

ブの人、思っている人結構いると思うのです。だけれども、ちょっと
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体弱ったかなぐらいのこと思っていますけれども、いずれにしても行

政が、国が元気な人をつかまえて年寄りと言うのはもう冗談でないと。

ネガティブな運動しているように思うので、ぜひ町としてもそのぐら

いの意気込みで、やっぱり健康な皆さんに社会で一緒に活躍していた

だく、そういう町にしてもらったらどうなのかなと。そのためには、

みんなに周知するためには60代を高齢と呼ばない、そういう町宣言を

して、75歳でもいいのですけれども、今老年学会では75歳という、１

月の５日ですか、会議やったときそういう話を決めたと答弁書に書い

てありましたけれども、そういうことも皆さんの奮起、そして知らせ

るためには必要だと思うのですが、どうですか、町長。やる気ありま

すか。

加納議長 町長、答弁お願いします。

小林町長 宣言するかどうかということについては、よく我々も内部で議論を

していきたいと思いますけれども、いずれにしてもお年寄りの皆さん

が例えば健康に留意しながらできる限り長く働いてもらう、生きがい

を持つ活動をしてもらうという町の仕組みづくりを進めていきたいと

思いますし、それとどういうふうに発信をするかということについて

は、また老人クラブを含めて、老人の皆さんとよく……老人と言った

ら怒られるのかと。お年寄りの皆さんとよくいろんなことを議論をし

ながら取り組んでいきたいというふうに思います。

加納議長 以上で大西米明議員の質問を終了いたします。

続いて、質問順位４番、中村貢議員、お願いいたします。

中村議員 教育長に英語教育の充実について質問させていただきたいと思いま

す。

社会の急速なグローバル化の進展の中で、子供たち一人一人にとっ

て異文化理解や異文化コミュニケーションはますます重要になってき

ています。その際に国際共通語である英語力の一層の向上は不可欠で

あると考えております。国においては、平成25年12月にグローバル化

に対応した英語教育改革実施計画を示し、平成32年、東京オリンピッ

ク、パラリンピック競技大会を見据え、小中高等学校を通じた英語教

育全体の抜本的充実を図る方針を打ち出し、小学校及び中学校の学習

指導要領の改訂にかかわる告示を本年３月中に行うことで準備を進め

ているようであります。本町においてもこれまでＡＬＴ、外国語指導

助手の増員等英語教育の充実強化に向けて各種の施策を展開している

と思われますが、これまでの取り組み及び今後の方針についてお伺い

します。

加納議長 答弁を求めます。教育長、登壇願います。

堀 江 中村議員の質問にお答えいたします。

教 育 長 初めに、これまでの取り組みでございますが、生きた英語を子供た

ちに伝えるため、英語の授業を行う際に教師を補助する外国人のＡＬ
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Ｔ、外国語指導助手を平成２年10月から教育委員会に配置しておりま

す。当初の配置は１名でしたが、平成25年10月から主として高校の英

語の授業充実のため、非常勤ＡＬＴを１名増員し、平成26年４月には

さらに教育委員会に１名増員し、現在は３名体制で各学校の授業等で

指導を行っております。

次に、今後の方針についてでありますが、教育行政報告でも申し上

げましたが、現在文部科学省では小学校及び中学校の学習指導要領の

改訂の準備を行っており、小学校は平成32年度、中学校は平成33年度

に順次全面実施されることになっております。この改訂に伴い、英語

教育に関しては現行制度で小学校第５、６学年で導入されている外国

語活動を平成32年度から第３、４学年に前倒しし、第５、６学年は外

国語、英語の教科とし、第３学年から第６学年までの授業時数が年間

35単位時間ふえることになり、中学校の英語は授業時数は現行と同じ

ですが、平成33年度から授業を原則英語で実施し、指導する英単語数

もふえることになります。

この次期学習指導要領の改訂を見据え、先月策定した平成29年度か

ら平成32年度までの４年間を計画期間とする士幌町教育振興基本計画

において英語教育の充実を重点施策に掲げ、ＡＬＴの有効活用を図り、

コミュニケーション能力の素地や基礎の育成と国際理解教育を進め、

子供たちが外国語を用いてコミュニケーションを図る楽しさを実感で

きる授業づくりに努めることを施策の方向性とし、主な施策について

は①、義務教育９年間でコミュニケーション能力の素地や基礎の育成

に努めます、②で小中学校のＡＬＴ配置を継続します、③で教員の英

語学習における指導力の向上に努めますとし、さらに英語教育の充実

を図っていく方針でございます。

以上、中村議員の質問に対する答弁とさせていただきます。

加納議長 再質問があれば許します。12番、中村議員。

中村議員 ただいま、教育長からこれまでの取り組みと今後の方針について回

答していただきましたけれども、昨年の12月の町議会の定例会で大西

同僚議員からインバウンド、在日外国人旅行者の誘客対策についての

一般質問がありましたけれども、北海道知事では道内を訪れる観光客

数を東京五輪、パラリンピック開催される2020年ごろまでに、現在は

200万人程度ですけれども、約2.5倍の500万人にふやしたいという目

標を掲げましたけれども、本町でも調べましたところ、本町を訪れて

いるインバウンドについてですけれども、士幌高原や道の駅ですけれ

ども、トータルで約180名近い外国の人たちが訪れていると。また、

町内に住んでいる農業実習関係の人たち入れましても約56名の方たち

が士幌町に住んでいるということで、またこれに農協の視察などを入

れますと200名以上の外国人が本町を訪れているということでありま

して、年々それも増加傾向にあるということであります。新しい道の
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駅ピアしほろが４月の23日にグランドオープンします。特に新聞で注

目浴びているのが最近町長から特命係長として任命を受けたペッパー

君、これは４カ国語は対応できるということで、既にそういう対応も

今本町ではなされていると思います。その中で、今世界的には70億人

と言われていますけれども、ほとんどが英語を使われていると言われ

ています。その中でも英語といいましても日本と同じようにそれぞれ

なまり、方言、その他いろいろとあります。それで、当然英語におい

てもその関係でして、アメリカ、フランスその他ではそれぞれの英語

の発音が違うと思いますけれども、先ほどＡＬＴの話をしましたけれ

ども、平成２年からですか。本町は２年から入れて、25年、26年とい

うことで、３名のＡＬＴを入れているということであります。たまた

まこれは近隣町村からも聞いたのですけれども、士幌町は既に早い時

期からＡＬＴを呼んで授業を行っていると。他町村が当然うらやまし

がっているということでありますけれども、このＡＬＴも１カ所の国

でなくて、聞きましたらアメリカ、イギリス、北アイルランド、オー

ストラリアと、それからニュージーランドということで、それぞれの

国から呼んでいるということであります。

そこで、再質問させていただきますけれども、このＡＬＴについて

現在は２名が教育委員会に配置されていると。ほかの１名が主に士幌

高校の非常勤ということですが、義務教育とあるから小学校や中学校

の授業にＡＬＴが参加している割合がどれぐらいあるのか伺いたいと

思います。

加納議長 教育長、答弁お願いします。

堀 江 ＡＬＴが義務教育段階の小学校と中学校にどのぐらい参加している

教 育 長 かという質問でございますが、最近のデータで申し上げまして、本年

度のデータでございますが、先月の末日まで集計したものがございま

す。現在小学校、全ての小学校含めますが、59％、中学校は１校です

ので、61％となっております。

以上です。

加納議長 再質問があれば許します。12番、中村議員。

中村議員 今教育長のほうから59％、それから61％ですか、それ受けましたけ

れども、これは文科省で毎年調査をしているのです。それで、27年度

の文科省の調査結果を見ますと、小学校における外国語活動の授業が

ＡＬＴを活用する時間数については22年度で54％と、それから平成27

年度においては61.3％ということで、毎年増加している傾向にありま

す。当然中学校もそれにあわせて増加傾向にあると。この文科省調査

ですと、比べると本町の場合、いわゆる小学校の活用割合が低く、中

学校での活用割合が高いということになります。全国の標準から見ま

すと逆になっているのでないかなということが思われるのですけれど

も、特に小学校の授業でのＡＬＴの授業ですけれども、私はやっぱり
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英語を母国語とするネーティブ、いわゆる英語を専門としてお話をし

ている国、それのスピーカーのＡＬＴをもっと小学校の授業に参加さ

せてはどうかと思うのですが、教育長、伺います。

加納議長 教育長、答弁求めます。

堀 江 ただいま質問の小学校でのＡＬＴの授業への参加が低いということ

教 育 長 ですが、全国平均とほぼ同様なわけでありますが、本町の場合、中学

校は１校でありますが、小学校は現在１校閉校して７校でございます。

その移動の時間等もあるのかなと考えておりますが、ＡＬＴにつきま

しては各学校で行う授業のほかに学校の行事にも参加しております。

それの部分については先ほどの数字には入っておりません。そのほか

子ども交流センターでの放課後子ども教室や認定こども園にも出向い

ております。

また、本年度から教育委員会でイングリッシュキャンプの事業とい

うものを開始いたしました。このイングリッシュキャンプといいます

のは、外国人のＡＬＴと子供たちが英語のみで生活するものでござい

ます。英語のコミュニケーション能力を身につけることを目的として、

昨年９月に総研で開催しましたが、町内の小学校の５年生から中学３

年生まで21名が参加していただき、１泊２日の日程でオールイングリ

ッシュでゲームや料理などに取り組んだものでございます。

ＡＬＴが教育委員会の事務所に座っていることはほとんど少なく、

私どもの朝礼の時間帯も既に学校に出向いていることが多い現状で

す。よって、本町は他の自治体に比べて学校数も多い、移動に要する

時間もある、そういう理由により義務教育段階への授業のＡＬＴの参

加率を現状の人員では上げることはちょっと困難な状況にあります。

以上です。

加納議長 再質問があれば許します。中村議員。

中村議員 また後ほどお話をさせていただこうと思ったのですけれども、今教

育長の答弁の中に、要するにイングリッシュキャンプですか、話が出

たので、この話もちょっとさせていただきたいと思いますけれども、

これは勝毎の新聞、この中の皆さんでも見たと思いますけれども、い

わゆる子供たちが２日間オールイングリッシュで過ごしたと。今教育

長話した21名の参加があったということですけれども、この新聞を見

て驚いたというか、びっくりしたのは、教育長自身が挨拶で全部英語

で挨拶をしたということで書いてありまして、子供たちも手をたたい

て喜んだということが新聞報道にも書かれておりましたが、これは恐

らく十勝管内でも初めてでないかと思われますので、町単独で開催し

たと聞きましたけれども、ぜひこのようなことを子供たちも聞いたら

大変喜んでいたようですので、今後もできれば継続して実施していた

だくよう要望させていただきたいと思います。

次、義務教育段階の英語教育も重要なのですけれども、私が一番ぜ
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ひお願いしたいと思っているのは幼児教育、これよく新聞に出ていま

すけれども、特に近隣町村でいえば鹿追とか、結構かなりの近隣町村

で幼児から英語の指導をしているというのがあります。いわゆる義務

教育より早いうち、小学校入学前から、幼児教育の段階から生の英語

に触れる機会をもっとふやすことも大事だと考えております。幼児教

育についての現状のＡＬＴの訪問回数と今後の方針についてお聞きし

たいのですけれども、幼児教育は町長部局と伺っておりますので、幼

保連携型認定こども園を担当している子ども課長にお伺いしたいと思

いますが、議長、よろしいでしょうか。

加納議長 子ども課長。

金 森 子ども課長、金森より中村議員の質問にお答えします。

子 ど も こども園なかよしには、３歳児、４歳児、５歳児の各クラスにそれ

課 長 ぞれ年２回来ていただいております。また、３歳未満児のクラスには

年１回ＡＬＴに訪問していただき、教育、保育活動に協力していただ

いております。幼児から外国の方と触れ合いを通じて生の英語に親し

み、国際感覚を育むため、今後ともＡＬＴがこども園での教育、保育

活動に参加する取り組みを引き続き教育委員会に依頼して、歌やゲー

ム、遊戯などを通じて楽しく遊びながら英語に親しんでいく活動を行

うようお願いしたいと思います。

以上でございます。

加納議長 再質問があれば。中村議員。

中村議員 今子ども課長のほうからありましたけれども、楽しく子供たちが英

語に触れながら、そういう機会をふやしていくということで、ぜひＡ

ＬＴを活用した事業をやるように強く要望したいと思います。

それと、先ほど教育長の教育方針はありますけれども、学習指導要

領の改訂の説明が教育長、ありましたけれども、特に小学校について

は平成32年度ですか、現在高学年に対して行われている、いわゆる５

年生、６年生対象とした外国語活動、これを教科化するとともに、中

学校に対しても活用化等の英語教育を新たに開始して、中高年は単位

が約70にふえると。小学校では35単位がふえるということで、大変厳

しくなると思いますけれども、いわゆる平成30年度から段階的な先行

実施もやっていくということですけれども、現在のＡＬＴの人員配置、

先ほど教育長の答弁にもありましたように、今の人員では大変厳しい

と。特に先ほど認定こども園のほうからも、課長のほうからも話あり

ましたけれども、もう少しやはりＡＬＴの活用をしていただきたいと

いう話もありました。それに関連して、ＡＬＴの配置についてはこれ

補助金が使われるのかどうなのかよくわかりませんけれども、恐らく

町の持ち出しはないのかと思われますけれども、その関係で英語教育

充実強化するために、今後ＡＬＴをさらに増員すべきと思いますが、

教育長の考えはいかがでしょうか。
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加納議長 教育長、答弁求めます。

堀 江 ただいまの質問で、ＡＬＴの配置につきましては国の地方交付税に

教 育 長 より財政措置があるものでございます。そして、ただいま議員から指

摘ありましたとおり、次期の学習指導要領によりますと小学校では平

成32年度から授業時数が年35単位時間ふえますので、ＡＬＴの授業参

加率が現状の人員配置ですと低下することになります。

また、教育行政報告でも申し上げましたが、来年度は次期学習指導

要領の周知期間で、全面実施を前に平成30年度から移行期間中に先行

して実施することで検討しております。平成32年度以降確実に全面実

施することができるよう検討していく考えでおります。この先行実施

を30年度から行うということになりますと、ＡＬＴの授業参加率の減

少を回避するためにはＡＬＴの増員をしなければできないであろう

と。そういうことで１月24日に、町長と教育委員会で開催する総合教

育会議というものがございます。ここの議案にのせまして、平成29年

度中に外国青年をまた招致する予定でおります。それは、平成29年度

は要望を行い、実際は平成30年度から１名増員することで現在町長と

協議を行っているところでございます。ＡＬＴ１名増員により、町内

のＡＬＴは３名から４名体制になり、認定こども園での幼児教育、そ

して新たに小学校の低学年でも英語に触れる機会をつくることもでき

るのではないかと考えているところでございます。

以上です。

加納議長 再質問があれば。12番、中村議員。

中村議員 29年度中に１名を申請して、何とか30年度には配置をしたいという

ことでありますし、また平成30年に向けての実施を検討しているとい

うことですので、ぜひそのとおり進めていただきたいと思います。

次に、私が特にあと懸念しているのがいわゆる小学校の教員の指導

です。教育です。これが実際にこれだけさかのぼりしてやりますと、

準備が果たしてできるのかということであります。現在道教委なりで

いろんな講習やっているようです。教員の養成、こうだということで

やっているようですけれども、本町も教員が何人か、１名ですか、行

事があるごとには参加しているということでありますけれども、やは

り一番懸念されるのが確かに低学年、いわゆる認定まで、下までにお

ろして指導するのはいいのだけれども、要はそれに対応できる先生が

いるかということです。特に小学校、あと２年、来年、再来年につい

てはさかのぼって小学校１年生から何とかやっていくような状況をつ

くりたいということでありますけれども、いわゆる教員の指導ですけ

れども、国は高学年指導者については英語指導力を備えた学級担任に

加えて専科の教員の積極的活用の方針を示していると。ということは、

外部から英語の資格を持った先生もできれば積極的に活用すべきでな

いかという話も聞かれております。全国の小学校の教員のうち、英語
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の免許を持っている割合というのはほとんど10％未満ですか、５％に

も満たないのではないかというふうに聞いております。そこで、小学

校の教員への研修、そして英語の専科の巡回指導教員の配置について

どのようになっているのかお聞きしたいと思います。

加納議長 教育長、答弁お願いします。

堀 江 子供たちがスムーズに英語の学習を始められるように、教員に対す

教 育 長 る研修が重要になってくると考えております。教員に対する研修につ

きましては、北海道教育委員会で実施することになっております。本

年度から３年間で英語教育の中核となる小学校教員に実践的な英語

力、英語指導力の向上を目的として、小学校教員英語力アップ夏季集

中セミナーというものが開催されております。各市町村から中核とな

る者１名が参加することができることになっております。本町につき

ましては、平成29年度にこの研修に参加する予定でございます。また、

このセミナーの概要を記録した校内研修を行うためのＤＶＤが全道の

各小学校にも配付されておりますし、北海道教育委員会のウェブペー

ジでも同じような内容のものが配信されていますので、それぞれ中核

教員が中心となって校内研修や教員独自で研修していただくことにな

ろうかと思っております。

また、英語専科の巡回の指導教員というものがございますが、北海

道教育委員会では外国語に関する教員への指導強化を目的に帯広市な

ど７つの市にだけ配置する事業を現在は実施しているようでございま

す。

なお、本町の小学校におきましても中学校の英語の免許状を持って

いる教員もおりますし、また海外で研修したことのある教員、そして

我が町には非常に指導力の高いＡＬＴもおりますので、授業環境を整

えて子供たちの英語教育の質を向上するため、今後４月にまず専門家

チームを立ち上げまして、検討していくことにしております。文部科

学省では、今年の６月に高学年向けの授業の進め方の例なども示した

暫定の指導案を公表する方針との情報であります。平成30年度からの

移行期間に先行実施して英語の教科化に円滑に対応できるような準備

を進めていきたいと考えております。

以上です。

加納議長 再質問があれば許します。12番、中村議員。

中村議員 今教育長のほうから30年度から確実に先行実施する準備を進めてい

るという話を聞きました。ぜひ進めていただきたいと思います。

それと、今管内のＤＶＤ等を利用した英語の指導もしているという

話は教育長のほうからありましたけれども、それとまた先ほどもＡＬ

Ｔを１名何とか増員したいという回答をいただきましたけれども、そ

こで他の自治体ではどうなのかということをちょっとお聞きしたいの

ですけれども、私が調べましたところ、結構管内でもＡＬＴが来れな
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い授業に関してはＩＣＴ、いわゆる情報通信技術を活用した機器やデ

ジタル教材を活用している学校もあると。教育長の教育方針の中でも、

今年は特に各学校、小学校、中学校にそういう配置をして、いろんな

そういう機器を使った活用できるように予算づけもされたという話を

聞きました。そこで、いわゆる全ての教室に有線のＬＡＮ環境が整備

されまして、そしてまた教室内は無線ＬＡＮ、ワイファイの環境があ

り、大型のディスプレーやプロジェクターなどが整備されていると。

それから、教員はノートのパソコンを操作し、デジタル教科書による

指導を行うと。それから、児童生徒は１人１台のタブレットで実施し

ているような記事が、それが各結構多くの町村でもそういう教育をし

ているということで耳にします。そこで、いわゆるＩＣＴ機器があれ

ば例えばＡＬＴが参加していない授業でも画像や音声により生の英語

に触れられると思います。そこで、本町の学校ではＩＣＴの整備が遅

れているように思われますが、その点教育長はどのように考えている

のか伺います。

加納議長 教育長、答弁求めます。

堀 江 中村議員がおっしゃいますとおり、最近の新聞とかインターネット

教 育 長 などを見ていますと、教室内の環境が非常に変わってきております。

これまでは黒板で教員が授業を行っておりましたが、黒板の場所には

大型のディスプレーというのですか、そういうものがあったり、先生

もデジタル教科書というものを使ってディスプレーに映し出して子供

たちに見せて、子供たちはタブレットで学習なども進めているような

記事も見受けられます。全ての授業がまだまだこういうＩＣＴ機器を

使うことにはなってはいないわけでございます。そこで、本町につい

ても検討しているわけでございますが、本年度、平成28年度から教育

行政の執行方針に盛り込みまして、平成29年度以降も継続して重点施

策として実施する予定でございます。平成29年度から32年度までのさ

きにつくりました士幌町教育振興基本計画においてもＩＣＴ教育の推

進を重点施策に掲げております。年次計画によりこれを進めていきた

いと考えております。本年度、平成28年度は1,500万円の予算、平成2

9年度は町長の行政執行方針にもありましたが、2,400万円で小中学校

のＩＣＴ環境を整えることで予算を計上したところでございます。

以上です。

加納議長 再質問があれば許します。12番、中村議員。

中村議員 最後の質問としたいのですけれども、今当然予算的にも見ていると

いうことで、早急に各学校にＩＣＴ環境を整えていただきたいと思い

ます。

それで、結構新聞にもいろいろと出ているのですけれども、いわゆ

る英検、幼いうちに英検の免許を取ったと。特に新聞でも、北海道新

聞なのですけれども、小学校５年生で英検の１級を取得したと。その



- 87 -

ほかにも中学３年生でもそうだと。今試験を受けて実際に行うという

ことでありまして、いわゆる小さいときから家庭でともに英語で話を

すると。当然そういう中学校ですと資格取るぐらいですから、その家

庭も全て英語で会話がなされているということで、将来的には日本を

代表する通訳としてそういう重要な位置について仕事をしたいと、そ

ういう目標を持って英語の勉強をしているということであります。

平成25年から29年度まで計画期間とする国の第２期教育振興基本計

画に掲げられる目標は、中学校卒業段階で英検が３級程度以上達成し

た中学生の割合ということで、50％を目標としているということに書

いてあります。全国的にもなかなか目標を達成できていないのが現況

ですけれども、そこでこれは予算もかかわる問題なので、町長にちょ

っとお伺いしたいと思うのですけれども、いわゆる英検受検料の助成

について調べてみましたけれども、毎年１回か２回は全額助成する自

治体、または半額を助成する自治体とかいろいろですけれども、英語

教育の充実を士幌町教育振興基本計画の中の重点施策に上げておりま

すので、児童生徒の学習意欲を高めるためにもそういう保護者の経済

状況によって受検することができないだとか、そういうような教育で

格差をなくすためにも、ぜひ英検受検料助成制度が必要だと思います

ので、この件については町長から答弁いただいて、質問を終わらせて

いただきます。

加納議長 町長、よろしいですか。町長。

小林町長 これ教育委員会にかかわる全ての事業は予算かかるわけですから、

教育長から答えられないということはないのでないかと思いますけれ

ども、せっかくだからお答えをさせていただきたいと思います。

今るるお話があったように、国際社会が進む、あるいは外国人と接

する機会がふえるということでは、英語教育を充実させるということ

は極めて重要だということでありますから、それぞれ中村議員の質問

に教育長からもお答えをしたのでありますけれども、町全体として英

語教育の推進には今後充実させるように取り組んでいきたいと思うの

でありますけれども、ただ今回時間をふやすということでありますけ

れども、これまで何か日本の英語教育は会話に結びついていないとい

う話もされたわけでありますから、そういう面では時間だけでなくて、

今言われた英検も含めてなのでありますけれども、さらにＡＬＴも含

めてなのですけれども、やっぱり地域で例えば英会話サークルとか、

そういう地域の中で英会話に触れる環境をつくるだとか、さらにお話

ありましたように学校現場の教員の養成というのも極めて重要だとい

うふうに思うところでありますけれども、そういうものを含んで取り

組めばいいのでないかというふうに思うところであります。

それから、ＡＬＴについては２名と高校に１名の３名の体制という

ことで、そういう面では英会話の充実ということで取り組んでいるわ
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けでありますけれども、特に士幌高校においては従前から士幌高校へ

行ったら英会話ができるという、そういうことを目指そうということ

で、ＡＬＴもそうでありますけれども、非常にすぐれた英語の先生も

いらっしゃるということでこれまで取り組んできたのでありますけれ

ども、今海外研修なんかに行っても出発あるいは帰ってからの報告も

英語でというふうにできるようになったので、そういう面では卒業し

てからの進学してからも、あるいは就職しても英会話って極めて重要

になりますから、今回高校も含めて英会話の充実については十分充実

するよう教育長とも協議をしていきたいと思います。

加納議長 以上で中村貢議員の質問を終了いたします。

ここで昼食休憩とさせていただきます。

午前１１時５２分 休憩

午後 １時１０分 再開

加納議長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。

質問順位５番、和田鶴三議員。

和田議員 午前中に引き続き午後から、私から学校給食の無償化についてお尋

ねをいたしたいと思います。

学校給食は、児童生徒の心身の健全な発達に資するものであり、食

に関する正しい理解と適切な判断力を養う上で重要な役割を果たして

います。適切な栄養の摂取による健康の保持、増進や望ましい食習慣

を養い、学校生活を豊かに過ごすことなどが目標とされています。本

町では、子育てに係る経済的な負担を軽減するための施策、１食50円

程度を行っていますが、他の自治体では給食費を無償化して子育て世

代や若者の定住につながっていることから、無償化を考えてはと思い

ますが、町長の所見をお伺いしたいと思います。

加納議長 答弁を求めます。町長、登壇願います。

小林町長 それでは、和田議員の質問にお答えをさせていただきたいと思いま

す。

本町では、平成25年に士幌町子ども・子育て会議を設置し、子ども

・子育て支援事業計画の策定について諮問を行い、平成27年３月に答

申を受け、平成27年度から平成31年までを期間とする士幌町子ども・

子育て支援事業計画を策定したところであります。この計画では、小

中学生の給食費助成事業を新規事業として掲げ、保護者負担の軽減を

実施しているところであります。平成27年度は小中学生の学校給食１

食当たり30円を軽減、平成28年度からは軽減額を１食当たり50円に引

き上げるとともに、小中学校に在籍する児童生徒が３人以上の場合に

３人目以降の学校給食費を無料化にする施策も実施しているところで

あります。軽減額については、予算ベースで平成27年度600万円、平
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成28年度700万円となっており、和田議員提案のように無償化を実施

しますと、小中学校の児童生徒分に係る賄い材料費は平成29年度予算

ベースで2,900万円と試算をしており、財政的検討とあわせて子育て

支援施策全体としての検討が必要であります。ついては、本年１月の

しんぶん赤旗において、少なくとも全国で55市町村が小中学校の給食

を無償化しているという記事もありましたが、今後において国レベル

の課題である少子化傾向及び子供の貧困問題を踏まえ、教育委員会、

士幌町子ども・子育て会議と協議を行いながら検討してまいりたいと

存じます。

以上、和田議員の質問に対する答弁とさせていただきます。

加納議長 再質問があれば許します。２番、和田議員。

和田議員 ただいまお答えをいただきましたが、学校給食に対する支援が比較

的に進んでいるということがわかりました。年々国よりの交付税が下

げられる中にあって、予算を組み直すことも大変だということもわか

りました。若い世代の人たちが本町に住みついていただくためには、

他町村がやらないことを行うということも大切だと思います。検討し

たいというお答えですが、どのように考えておられるかお尋ねしたい

と思います。

加納議長 町長、答弁求めます。

小林町長 本来、これは子供の貧困対策等、国が考えるべきだというふうに私

も思うのですけれども、ただ、今は少子化とあわせて先般の北海道新

聞にも載ったとおり子育て世代においては２割が家計費が赤字になる

という記事もありますから、そういう家計事情からいって十分子育て

支援対策として今後私ども検討してまいりたいと思っています。

加納議長 和田議員。

和田議員 今のお答えを受けてなのですが、今後高齢化と過疎化が一層進むこ

とが予想される中にあって、定住促進を掲げ、一人でも多くの人たち

に本町に住みついていただくための施策を講じていますが、誰でもい

いという発想ではないと思います。特に若い世代に夢を抱いて来てい

ただくことだと思います。しかし、格差社会にあっては若い世代が本

町に未来設計を描き、子育てすることに対して、今のままでよいとは

思わない。安定した雇用の確保も大切と考えますが、どのように考え

ておられますか。

加納議長 町長、答弁お願いします。

小林町長 言われるとおりなのでありますけれども、非常に特に子育て支援に

係る経費も含めて、家計費が赤字になるということでありますから、

いろんなことを考えなければならないのでありますけれども、ただ給

食費だけでなくて、例えば住宅とかも含めて生活全般で見通していく

ということでありますし、さらには子育て支援対策っていろんなこと

もやっているのでありますが、私ども本町においても何千万円という
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数字になるわけでありますけれども、そうすると給食も含めてどうい

う子育て支援にするかという全体的な検討が必要でなかろうかなとい

うふうに、そういうふうに考えているところでございます。

加納議長 ２番、和田議員。

和田議員 要するに人口の少ない町村を中心に給食費の無償化が進んでいます

が、無償化した自治体の担当者からは、周囲の目を気にしないで生活

保護や就学援助をという家庭も多いかと思います。給食費を督促する

必要がなくなったという話の記事も新聞紙上で聞いております。本町

では、給食費の未納者はどのようになっているかお答え願いたいと思

います。

加納議長 町長。

小林町長 担当の給食センター所長からお答えをさせていただきます。

加納議長 給食センター所長。

鈴木給食 学校給食センター所長、鈴木より和田議員の質問に答えたいと思い

センター ます。

所 長 近年１、２件程度、大体10万円前後ぐらいが未納として残っている

現状であります。総額ちょっと過去に古いやつがありまして、全部合

わせると130万円ぐらいだったと思うのですけれども、近年は大体１

年で残るのが10万円程度ということになります。２人分か、３人分か

ぐらいです。

加納議長 和田議員。

和田議員 総体的な形ではそんなに滞納者としては多くないのだなということ

もわかりました。100万円から150万円程度というようなことだと思い

ます。

本町では、町独自での施策でソーラーパネルによる発電の取り組み

もあって、プラスの経済効果を上げていると聞いておりますが、現在

どのような形になっているでしょうか。町独自の予算を給食費の無料

化に振り向けてはどうかということもあるのですが、その点について

はどう考えておられるでしょうか。

加納議長 町長。

小林町長 ソーラーの発電の状況については、担当の産業振興課長からお答え

をさせていただきたいと思います。

加納議長 産業振興課長。

高木産業 産業振興課長、高木のほうからお答えをしたいと思います。

振興課長 町の太陽光発電事業につきましては、年間の貸付料5,200万円とい

うことで予算を計上してございまして、それが町のほうの歳入という

ことになっておりまして、そのうち2,000万円を備荒資金組合に建設

時に借り入れをしておりますので、毎年2,000万円ずつそこに積んで

いると。残り3,200万円を各種まちづくり事業に充当しているという

現状でございます。
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以上であります。

加納議長 和田議員。

和田議員 ソーラーパネルの関係につきましては、目的税みたいな形で町単独

で使えるとはいっても、そういう形では今までは考えてこなかったと

いうふうにして思っておりますが、財政も国からが初回で申し上げま

したように交付税も下がっているというようなことで、なかなか難し

いのでないのかなという気がします。ですけれども、片や一人一人の

家庭に帰ってみれば子供たちが格差社会の中にあって子供の貧困とい

うのが非常に広がっているわけです。本町の場合どの程度になってい

るかということは調べてはおりませんが、そういうことで一般的な形

ではそういう形になっているはずです。そういう子供たちに対して、

結局は親の都合で先ほども申しましたが、生活保護だとか就学援助だ

とかということをためらっている親がいるかどうかということは士幌

町もそこの部分はちょっと考えていないわけですが、回ってみた場合

にどういう形になっているのか、そしてそういう家庭に対する援助と

いうのは今後はどういうふうにして続けていかれるのかということに

ついてお聞きしたいと思います。

加納議長 町長。

小林町長 趣旨がちょっとわからないのですけれども、子供たちが給食はもち

ろん食べれるのはそうでありますけれども、お金がある、なしにかか

わらず、教育を同じように受けられるというのは、それは私どもも今

後考えていかなければならないことなのでありますけれども、ただ給

食だけにとっていけば、例えば生保だとか準要保護だとかということ

で、そういう生活実態をしながら免除しているということもあります

から、少しそこら辺の実態を見ながら、今後給食の扱いについてどう

するかということについては、検討というのは町としても十分内部で

議論をしていきたいと思いますし、教育委員会とよく意見のすり合わ

せをしながら検討してまいりたいというふうに思っています。

加納議長 ちょっと暫時休憩させていただきます。

午後 １時２３分 休憩

午後 １時２３分 再開

加納議長 それでは、休憩を解きます。

和田鶴三議員。

和田議員 筋がちょっと違うのでないかというような話もありましたが、私と

しては関連していると思って発言したわけですが、その辺については

今後気をつけていきたいと思います。

いずれにしましても、今後前向きな形で進めていただくようにお願

いをいたしまして、私の質問を終わりたいと思います。
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加納議長 以上で和田鶴三議員の質問を終了いたします。

質問順位６番、飯島勝議員。

飯島議員 町長に自主防災組織の普及推進施策につきまして質問させていただ

きたいというふうに思います。

平成26年に作成された士幌町地域防災計画の第４章第５節、自主防

災組織の育成等に関する計画という中では、自分たちの町、地域は自

分たちで守るという自発的防災意識の高揚の機会として、また町民と

の連携による災害時の円滑な応急活動実施のために、町内会、公民館

等の組織を生かして自主防災組織づくり、育成を推進することとなっ

ております。

平成26年11月に白馬村において震度５強の地震で40棟ほどの家屋が

全半壊しました。住民による迅速な安否確認と救助の活動により死亡

者ゼロであったことをモデルに、平成28年５月、下居辺市街に自主防

災組織を立ち上げましたが、次のような課題があると思われます。

①として、既に設立されている組織では見守りネットワークが中心

と言われ、組織の認識が少し違うのではないかというふうに思います。

２つ目として、人材育成には防災意識を習得するための研修や資格

取得の支援が必要です。

③として、組織の運営には共助の情報共有のため協議と報告が必要

だが、運営助成がない状態です。

④として、厳寒期や停電時の避難場所には民間との協定締結が必要

ではないか。

以上の課題を解決しなければ町民に浸透しないと考えますが、町長

のお考えを伺います。

加納議長 町長、答弁求めます。

小林町長 それでは、飯島議員の質問にお答えをさせていただきたいと思いま

す。

大きな災害が発生した場合、行政のみの防災活動では限界が予測さ

れることから、被害を予防、軽減するため、自主的な防災活動、火災

発生防止、被災者の救出救護など、避難誘導など地域住民による組織

的な自主防災活動、共助が求められております。これまで町内で設立

された自主防災組織は３件、9.9％と組織の結成が進んでいない状況

にあり、その組織の設置が課題となっているところであります。

質問の第１点目でありますけれども、既存組織についてですが、現

在結成されている自主防災組織は見守りが主な活動となっているよう

でありますが、今後はそれ以外の活動への働きかけも行っていきたい

と考えます。また、社会福祉協議会が行っている見守りネットワーク

事業も希望する方に対して隣近所の地域支援者が緊急時の大事な情報

を伝え、救護するものですが、多様な共助活動の一つとして今後も本

事業の普及、活用について周知、連携をした取り組みを進めてまいり



- 93 -

たいと存じます。

質問の第２点目であります人材育成についてでありますけれども、

地域での自主防災組織の機能が十分に発揮されることが重要であるこ

とから、組織のリーダーとなる人材育成研修、地区単位での防災訓練

も視野に、次年度以降に向けた実施について検討を行うほか、町の出

前講座の活用をしていただきたいと思います。

北海道では、地域の防災活動や災害時に地域のリーダーとして活躍

いただく北海道地域防災マスターの育成に取り組んでおり、認定され

るためには研修会の受講が必要となります。今年度は道内４カ所で研

修会が開催されていて、十勝管内においても230名以上の方が既に認

定登録されております。今後において制度の内容について調査を行い、

取得普及について検討をしてまいりたいと存じます。

質問の第３点目、組織運営助成ですが、パートナーシップ推進交付

金、地域相互扶助事業の一つに地域が行う防災活動事業を設けており

ますが、今後の組織運営に当たっての要望をお聞きした上で検討を進

めてまいりたいと存じます。

４点目の避難所における民間との協定締結については、帯広地方石

油業協同組合並びに同組合士幌支部、キング商会との間で災害時にお

ける石油類燃料の供給等に関する協定書による優先提供、北海道エル

ピーガス災害対策協議会とのＬＰガス供給及び関連機器の設置支援の

ほか、北海道と各コンビニとの災害物資供給に関する協定など、各種

協定締結をその都度交わしているところであります。

いずれにしても、地域住民の安全確認や情報のスムーズな伝達など

を図る上で自主防災組織の整備は昨年の災害を通じても重要な取り組

みと認識するものであり、駐在区機能を生かした組織化を各公民館、

駐在区と協議しながら推進してまいりたいと存じます。

以上、飯島議員の質問に対する答弁とさせていただきます。

加納議長 再質問があれば許します。７番、飯島議員。

飯島議員 ただいまの町長のお答えを聞きまして、今後だとか次年度以降だと

かという言葉で若干自主防災組織の結成に対しては優先順位が低いの

かなという印象を受けました。やはり優先順位上げていただけなけれ

ば難しいのかなということと、もう一つ、パートナーシップの推進事

業と十分自主防災組織が対応できているのだよということを言ってお

られるのかなというふうに聞こえたのですが、その点はいかがでしょ

うか。

加納議長 町長、答弁を求めます。

小林町長 お答えをしたように、自主防災組織というのはずっと各地域で組織

していただくようにも話しかけているのですけれども、実際には３地

域しかできていないということでありますので、自主的につくってく

れというのもなかなか難しいのだろうというふうには思っているの
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で、今後も新年度に向けて行政が介在をしながら、地域の町内会組織

をベースにしながらも組織化をしていただくよう町として各地域に働

きかけていって、来年度、ぜひいろんな形で組織するように進めてい

きたいと思っています。

加納議長 再質問があれば許します。

飯島議員 今の本当に今まで私どもがやったのは28年で、まだ10カ月ぐらいし

かたっていない。その10カ月間でいろんなことを考えてきて、課題が

いっぱいあるなというふうに思っていました。ただ、それぞれ２つの

地区では平成20年ぐらいにできたというふうに聞いていますので、そ

のほうはもう10年近くたっているわけでありまして、そういうことを

考えていて、一番私も自分で４、５年前に阪神、淡路の震災の場所に

行かせてもらったり、情報を見せてもらったりした経験が下地にある

のです。だから、どうしてもそういう防災に対する情報をしっかり何

回も出していく。それを今町長は駐在区ごとに考えてみたいと言われ

たので、ぜひその点についてはやってほしいのですが、やはり単発で

はなかなか難しいと思うので、その点もう少し具体的なこと、考えが

ありましたらお話をしていただきたいと思います。

加納議長 町長。

小林町長 ３つの自主的にできた組織もあるのでありますけれども、なかなか

運営等にも苦労されているというふうにお聞きをしているところであ

りますし、それに加えて新しくできるところ、なかなか進まないとい

う現状にあるのでありますけれども、ただ昨年の災害を通じても１つ

は情報伝達、さらには安全の確保ということでいけばやっぱり町内会

と連絡を密にしてやらざるを得ないというか、やるのが最も効果的だ

というふうに思うところでありまして、そういう面では、先ほど申し

上げたとおり町内会をベースにしながらも組織化をしていくというこ

となのでありますけれども、近々公民館の推進委員長会議も開催され

る、あるいは４月になれば駐在員会議も開催されるということであり

ますから、そういう中に提起をしながら、意見を伺いながら、できる

限り早い段階で自主防災組織を結成させるように町としても積極的に

取り組んでいきたいなというふうに思ってございます。

加納議長 再質問があれば。７番、飯島議員。

飯島議員 地域防災計画は、先ほどから質問の中でも見直しをするよというこ

とはお話しされていました。実は第１章の総則のところの町民に向け

た平時と、それから災害時のやってほしいことというのがあったわけ

ですが、その中には私どもがきっかけにした住民による迅速な、ある

いは救助活動というのは言葉が入っていたのですが、安否確認という

言葉は入っていなかったのですが、やはり僕ら例えば夜間であれば本

当にそこに住んでいる者が一番よくわかっていると思うので、まずは

駆けつけられると思うのです。そのことを考えると少し、もっと違う
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ところの見直しももちろんあると思うですが、私としては安否確認と

いう言葉をどこかでちゃんと使ってほしいなというふうに思うのです

けれども、町長、いかがでしょうか。

加納議長 町長。

小林町長 全体的に道の防災計画を参酌しながら見直していくのでありますけ

れども、特に今回は避難所を設置したわけでありますけれども、それ

らの中での避難所の設置した中での住民の快適性だとか安否の確認だ

とかということが大きな課題になるので、そこら辺を十分意識しなが

ら地域防災計画の見直しを行っていきたいというふうに思います。

加納議長 再質問があれば。７番、飯島議員。

飯島議員 ぜひよろしく。その分については、まずは安否確認という言葉を入

れてくれるようなお願いをしたいというふうに思います。

町長の回答の中に僕らが一番心配していて、自分たちでもやらなけ

ればいけないことは幾つかあって、それについては自分たちで一生懸

命考えながらやろうと。町のほうの指導を仰ぐという気持ちはあるの

ですが、４番目のほうの町長の回答が避難所のことを僕は厳寒期だと

か停電時だとかのことをお聞きしたのですが、若干ほかの例えば石油

だとか、ＬＰガスのことだとか、食料のこと、コンビニとのあれは食

料のことになるのでしょうか。そういうようなことの協定を結んでい

るよということだったのですが、私が本当に自分の気持ちとしては、

ここで言いたかったのは、例えば下居辺の場合は、プラザ緑風の温泉

が予備電源を持っているのです。ということは、そこを活用させても

らえれば停電のことだとか、厳寒期のことがある程度解決できるなと

いうふうに思うのですが、担当者からも言われたのですが、勝手に温

泉と下居辺の防災組織が締結することにはなりませんよという話を承

ったので、まずその点について、温泉が町として、プラザ緑風が避難

所として使えるのか、使えないのか。使えるような協定を結んでもら

えるのかどうかということをお聞きしたいと思います。

加納議長 町長、答弁。

小林町長 今は下居辺の場合は公民館が避難所というふうになっているのであ

りますけれども、いずれにしても災害の規模だとか対応によってはい

ろんな施設の一つ一つ機能を使っていくということですから、そうい

う災害の状況によってはプラザ緑風にも協力をいただければ使うとい

うことになるのだというふうに思うところであります。

それから例えばただ水の場合、河川の氾濫の場合、いずれにしても

下居辺の公民館なりプラザ緑風が避難所になるということはあり得な

いわけですから、それは市街地の総研にするか、やっぱり高台にする

ということになりますから、災害の規模、状況によっていろんなこと

を想定して考えなければならないのでありますけれども、言われてい

るのは下居辺でやるのであれば当然プラザ緑風も使わせていただくと
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いう、そういう方向で考えていくというふうに思っています。

加納議長 再質問があれば。７番、飯島議員。

飯島議員 今のお話聞いて少し安心しましたが、過去に担当者との話の中では

非常に難しいような話、それは無理ですと言われたのですが、その辺

については少し前向きなお答えだったので、ぜひその点については今

後の協議の中でちゃんと締結してもらえるようなところまで進んでも

らえると大変ありがたいなというふうに思うところです。

あと、一番今水害、水の、大雨だとかのときには、たまたま下居辺

は温泉も公民館も土砂危険地域に、流域になっているようで、現実に

はあそこを使えないと。たまたま去年の８月の16か17かでしたか、大

雨のときに、メールのほうで避難準備情報といただきました。私ども

その情報は単なる情報であるというふうにしか思っていなくて、その

ことを連絡してくださいということではしたのですが、よく後で言わ

れてみますと、そのときに避難準備情報というのは少なくても足の遅

い人、歩けない人とか動きが遅い人とかというのはその時点から避難

をしなければいかぬ。ということは、士幌のコミセンのほうまで歩い

ていけというわけにいかないわけですから、当然何らかの方法をとら

なければならない。そのことについては、これから自分たちでよく話

し合いをして、どういう仕組みにするか。まずは自分たちで考えてや

ろうと思っているのですが、本当に町のほうもそのことについてちゃ

んと相談に乗っていただいて、どういうふうな方法がとれるのか、僕

らも避難準備情報の中で見守りネットワークの登録者もおられるわけ

ですから、その方々だけではなくて、やはり足の動きが、逃げるのも

遅いというような人についてはどうしてもコミセンまで運転をして車

で連れてこなければ困ると思うのです。その辺のことを想像していて、

町としても僕らがこういうふうにしたいという相談をしたときには話

に乗っていただきたいのですが、それはよろしいでしょうか。

加納議長 町長。

小林町長 それは、十分地域と連絡とっていきながら相談に乗っていくという

ことにしたいと思いますけれども、ただ災害が起きた場合は、１つは

対策本部が町にできるわけでありますし、それから地域では自主防災

組織ができる。さらには、社会福祉協議会だったり、見守りネットワ

ークがあるわけでありますけれども、それぞれが補完をしていくとい

うことでありますけれども、防災計画に決める原則でやる部分もある

わけでありますけれども、もう一方では災害の規模だとか態様によっ

てやっぱり柔軟に対応していくということもありますから、そういう

ことが日ごろの訓練の中できちんと確認をできるように日ごろから訓

練をしていきたいというふうに思っているところでございます。

加納議長 再質問。７番、飯島議員。

飯島議員 今の部分については、これから自分たちもどういう仕組みであれば
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そのときに対応できるか、どういうときに対応しなければいけないの

かはまずはちゃんと自分たちが話し合いをして、その報告とともに指

導を受けたいというふうに思っております。そのときにはよろしくお

願いします。

一番心配、どんなこと、何が起こるかわからないわけですから、大

雨だけではなくて地震だってあるわけです。地震のときには自分の家

にいたほうがいい場合もあるだろうし、そうではなくてどうしてもそ

の家がだめであれば避難しなければいけないと思うのですが、そうい

うときの対応や何かもまずはそこに住んでいる者が頑張らないと。恐

らく最初から行政が公助でやってくれるとは思えないので、その辺は

仕組みづくりをしっかりこれから考えていきたいなというふうに思っ

ておりますが、下居辺の自主防災組織を立ち上げるかつて昔、防火協

力団というのがあって、可搬ポンプや何かも設備されたりなんかした

こともあって、今も毎年１回は防災訓練をしていて、下地としては下

居辺の場合ある。だから、そのことを想像しながら、これからやっぱ

り自分たちがどう動くのか、それはみんなで協力しながら、住民が協

力しながらでなければなかなか１人が一生懸命わかっていてもだめだ

と。だから、それで先ほど言いましたように防災に関する情報という

のか、知識とかいうのを本当に１人が知っていればいいのではなくて

たくさんの地域の人何人かも知っていて、あるいはそれらがそれぞれ

の地域、各駐在区ごとなら駐在区ごとにそういう人がいればいい。そ

れから、そういう駐在区でなくて、その地区ごとにも例えば町長が回

答にもありましたように、防災の地域ごとの発信場所が必要だという

こともあったので、そのことはあれです。

ただ、もう一つ、もう少し一歩進めると、町長もその答えありまし

たように北海道地域防災マスターというのですか、そういう資格もあ

るということなので、この点についてはこういう内容というか、知識

だぞということも、情報だぞということも教えてもらうとともに、逆

にそのことから波及をして関心を持つ人がふえるのではないかという

ふうに思うので、知らなくてどんどん前へ進めるとは思えないので、

ぜひ人材育成のことについても、それからいろんな物資の部分、ある

いはこれから自分たちも何が備品として必要なのかもちゃんと検討し

ていかなければいけないと思っているし、何しろ下居辺５つほどの人

が集まる場所があって、本当にそこに通ってきている方もおられるわ

けなので、外から来られて勤務されている方もおられるので、そうい

う意味ではそういう人たちにもちゃんと知らせなければいけないと思

って今まで情報を流してきたのですけれども、やはりもう少し運営に

対してパートナーシップ等の事業で対応しているからではなくて、防

災組織を運営するための資金援助というのか、そういうものがどうし

てもあってほしいのですが、もう一度そのパートナーシップのことだ
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けではなくてそういうことが可能であるかどうか、町長の考え方をお

聞きしたいと思います。

加納議長 町長。

小林町長 今の自主防災組織ができたときには、パートナーシップで大体７万

円を予算にして交付させていただいているのでありますけれども、全

町的にできるとすれば、例えば統一したヘルメットが要るのかとか、

腕章が要るのかとか、あと着衣が要るとかということがあるのであり

ますけれども、そういう検討をしながら、地域防災組織ができるのに

合わせたいろんな予算的なこともその中で検討していかなければなら

ないというふうに思っているところであります。

加納議長 再質問があれば。飯島議員。

飯島議員 では、今の対応が可能性もあるかもしれないのですが、ぜひやはり

情報、町の広報のほうから結構毎月のように防災の情報が流れてきて

いることは実際事実です。ただ、身近に感じて見てもらう、そのこと

を考えると汎用というのですか、皆さんに配るものと自分たちのと少

しは違うのかなと感じると、そういうところの支出だとか会議だとか

のことについてもやはりどうしてもお金が必要かなと。自賄いでやれ

というのであれば、またそのことで自分たちも自賄いでやれと言われ

たのだからやろうやと言えるのですが、何か今のところ中途半端に聞

こえるので、その点だけお聞きして、私の質問を終わらせていただき

たいと思います。

加納議長 町長。

小林町長 いろんなことがかかるのか知りませんけれども、私どもとりあえず

どういうものをそろえる、あるいは金をかけるということではなくて、

当面自主防災組織を組織化するということに重点に取り組むことか

ら、どんなものをそろえるかというのは組織化した中でそれぞれ各自

主防災組織の皆さんから意見をいただきながら必要なものについては

そろえていくという、そういう取り組みにしていきたいと思います。

加納議長 以上で飯島勝議員の質問を終了いたします。

質問順位７番、秋間絋一議員。

秋間議員 それでは、私から若年層の胃がん予防について町長に質問をいたし

ます。

日本人の胃がんの９割以上はピロリ菌の感染が原因とされ、現在で

は親から子への家庭内感染が大きな要因であることが疫学調査だけで

はなく臨床研究においても明らかになりました。ピロリ菌は、ほとん

どが５歳以下の幼少期に感染し、中高生の感染率は約５％から20％と

言われております。胃がんや胃潰瘍、十二指腸潰瘍などの病気を予防

する上で体力が充実する中学生を対象に検査、除菌することが最も効

率的であり、効果的と考えられています。将来の疾病のリスク軽減を、

胃がんの撲滅を目指したがん対策の一環として、中学生を対象とした
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ピロリ菌検査助成を行ってはと考えておりますが、町長の所見をお伺

いします。

加納議長 町長、答弁お願いいたします。登壇お願いします。

小林町長 それでは、秋間議員の質問にお答えをさせていただきたいと思いま

す。

胃がんの発生には、ピロリ菌が深くかかわっていることがわかって

おり、1994年に世界保健機構と世界がん研究機関によって確実な発が

ん因子として分類されているところであります。ピロリ菌は、胃の粘

膜に生息する細菌で、胃がんや慢性胃炎、胃潰瘍、十二指腸潰瘍の原

因になり、ほとんどが幼児期に口から感染するといわれております。

町においては、町国保病院における胃カメラ検診において30歳以上

の町民を対象に便ピロリ菌検査を実施しているところであります。ピ

ロリ菌検査については、国の対策型検診としては推奨されていません

が、道内では平成28年12月の調査においては37市町村が中学生に実施

しており、十勝では帯広市が昨年７月より中学３年生のみを実施して

います。

一方、ピロリ菌感染者が必ずしも将来胃がんになるわけではなく、

若い世代の除菌が胃がんを減らす効果は実証されていないということ

で、県として推奨している佐賀県においても除菌を受けた生徒を５年

ごとに追跡調査していく方針とされています。また、国立がん研究セ

ンター検診部長は、検査や除菌のメリット、デメリットを正確に説明

し、生徒や保護者に納得の上で受けてもらうことが欠かせないと話し

ているところであります。以上のように、中学生のピロリ菌検査につ

いてはさまざまな見解が出されているところであり、町といたしまし

ては今後において関係する機関等の意見を聞きながら検討してまいり

たいと存じます。

以上、秋間議員の質問に対する答弁とさせていただきます。

加納議長 再質問があれば許します。３番、秋間議員。

秋間議員 ただいま答弁をいただいたわけでございますけれども、結論からい

うと今後において関係する機関等の意見を聞きながら検討してまいり

たいということでございます。

この答弁の中で、ピロリ菌患者が必ずしも将来胃がんになるわけで

はなくというような文言がございます。これについては、確かに以前

の国のがん対策推進基本計画でもピロリ菌の除菌の有用性については

疑問視をされていたわけでございます。しかし、平成28年、去年の２

月に改正されましたがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための

指針において、これまで言及のなかったピロリ菌の除菌は胃がんの第

１次予防の役割を担うと明記し、有用性を認めたところでございます。

また、去年の改正された日本ヘリコバクター学会のガイドラインにお

きましても、新たに若年除菌を含む年代別胃がん予防の項目に追加さ
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れ、ピロリ菌の除去の最終目的はピロリ菌を除去することによって胃

がんを撲滅するというふうに最近言われているわけでございまして、

またそのピロリ菌に感染している99％の方が一つの原因だというふう

にも言われているわけです。

今私のほうで国なり学会のこういう28年度の改正に伴って、答弁の

中でも北海道において28年において37市町村が実施をしているという

ことでございます。これを見る限りでは、27年ですか、これは全道で

14市町村が実施していたように私の記憶でございまして、28年度でた

だいま言われたような各学会または国のそういう指針といいますか、

改定に伴って北海道でも37にふえてきたのではないかというふうに思

うわけです。そういう意味からいうと、早期の検査、除菌というのは

やはり胃がん予防、撲滅には重要ではなかろうかということを考えて

ございますので、再度町長の意見を伺いたいと思います。

加納議長 町長、答弁お願いします。

小林町長 今後の考え方については、私のほうから答えさせていただきたいと

思いますけれども、内容については保健福祉課長のほうからお答えを

させていただきたいと思いますけれども、まずピロリ菌については検

診等々の議論の中で、私ども今までいろんなヒアリングの中でも余り

検討してきた経過がないのでありますから、今回秋間議員からこのよ

うに提案されたことを受けて、私どもも十分内部検査あるいは関係機

関との議論を進めていただきながら、今後の方向について決めさせて

いただきたいと思いますけれども、あとこれらのいろんな種々お話あ

りました内容等については保健福祉課長のほうからお答えをさせてい

ただきたいと思います。

加納議長 保健福祉課長。

大森保健 保健福祉課長、大森より回答させていただきます。

福祉課長 今秋間議員がおっしゃるように、胃がんの８割はピロリ菌感染が原

因とみなされているということで、ＷＨＯのほうでは2014年にそうい

うような報告書を発表しているのは事実でございます。この回答書に

ありますように、若い世代への除菌が胃がんを減らす効果はまだ実証

されていないということと、それで佐賀県は早くに行っているのです

が、生徒を５年ごとに追跡調査していっているという方針でございま

す。

また、除菌薬に使われるのが抗生剤と、あと胃酸を抑える薬の両方、

２種類を使うのでございますが、その副作用として下痢とか味覚障害

等ございますので、そういう報告がされていて、胃炎の症状が出てい

ない段階での中学生の除菌がどうかというような慎重な意見もござい

ましたので、そのようなことで説明させていただいているということ

でご理解いただきたいと思います。

以上でございます。
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加納議長 再質問があれば許します。３番、秋間議員。

秋間議員 町長から重要なということで、検討していきたいということでござ

いますけれども、課長の今のお話でございますけれども、これ医学的

に中に突っ込むと時間がないので、省かさせていただきますけれども、

基本的にはインフルエンザのワクチンにしても、おたふく風邪のワク

チンにしても、いろんなワクチン、またはいろんなものについても当

然副作用なりいろんなことがあるわけでございますから、除菌に伴う

行為によって障害があるというようなことではないだろうと僕は思い

ます。これについては、深く入っていくと僕もちょっと言いたくなる

ので、この辺は省きますけれども、ただ総合的に考えていったときに、

北海道の37で夕張市が取り組んでいるのです。私は、夕張というのは

財政再建の団体で、財政難で非常に努力をされている市だというふう

に思います。鈴木市長もきのうテレビでいろいろと特別交付税が出る

ようなことでありましたけれども、基本的にはああいう状況の中でも

このピロリ菌の中学生、高校生、未成年者の除菌、これはやはり重要

だろうと。やはり町として、市として将来胃がん患者を撲滅していく

のだと。一つの強い意思のもと、施策のもと実施していると、そうい

うことに実は非常に感銘をしたものですから、ちょっと紹介をさせて

いただきましたけれども、私も本町においても当然そういう意味でお

願いをしたいというふうに思っております。

それで、ぐだぐだやってもしようがないのでありますけれども、最

後になりますけれども、国立のがんセンターの28年度のがん統計予測

公開で、これがん患者を出さない社会づくりのために、少なくても胃

がん予防としてピロリ菌検査を、除菌、施策として避けては通れない

と、こういうような提言を実はされてございます。先ほど課長さんも

言われたようにいろんな意見がございますけれども、私はこういうも

のから考えていって、本町においても中学生を対象に除菌をすること

の意義については、将来の胃がんのリスクを限りなく低くするだけで

はなく、その子供が親になる前に除菌することで次世代の子供たちに

ピロリ菌を引き継ぐ可能性がなくなり、次世代の胃がんの予防にもな

り、がんの撲滅に非常に近道だと、こういうものも考えながら、ひと

つ士幌のがん撲滅の運動として再度取り入れていただきたいと。よろ

しく町長、お願いをいたします。

それで質問を終わらさせていただきます。

加納議長 これで秋間絋一議員の質問を終了いたします。

これで一般質問を終わります。

３･４ 日程第３、議案第29号「平成29年度士幌町一般会計予算」

５･６ 日程第４、議案第30号「平成29年度士幌町国民健康保険事業特別会

７･８ 計予算」

９･10 日程第５、議案第31号「平成29年度士幌町後期高齢者医療事業特別
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11 会計予算」

日程第６、議案第32号「平成29年度士幌町介護保険事業特別会計予

算」

日程第７、議案第33号「平成29年度士幌町介護サービス事業特別会

計予算」

日程第８、議案第34号「平成29年度士幌町簡易水道事業特別会計予

算」

日程第９、議案第35号「平成29年度士幌町公共下水道事業特別会計

予算」

日程第10、議案第36号「平成29年度士幌町農業共済事業特別会計予

算」

日程第11、議案第37号「平成29年度士幌町国民健康保険病院事業会

計予算」

以上９件を一括議題といたします。

お諮りします。ただいま議題としている議案第29号から議案第37号

までの各会計予算審査については、説明及び質疑を省略し、議長を除

く全議員をもって構成する予算審査特別委員会を設置し、地方自治法

第98条第１項の権限を同委員会に委任し、付託の上、審査することに

したいと思います。これに異議ありませんか。

（異 議 な し）

加納議長 異議なしと認めます。

ここで一旦本会議を休会し、休会中に予算審査特別委員会を開催し

て付託案件の審査をすることにしたいと思います。これに異議ありま

せんか。

（異 議 な し）

加納議長 異議なしと認めます。

したがって、予算審査特別委員会が終了するまで休会とすることに

決定いたしました。

引き続きこの場所において予算審査特別委員会を招集します。

本日はこれにて散会します。

（午後 ２時０９分）


